
（平成２１年６月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 80 件

国民年金関係 49 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 71 件

国民年金関係 37 件

厚生年金関係 34 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

東京国民年金 事案 4600                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年４月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から同年 10月まで 

    私は、昭和 41 年３月ごろに国民年金に任意加入し、同年４月分からの国

民年金保険料を納付していたはずである。社会保険庁の記録では、申立期間

の保険料が未納とされているため、社会保険事務所に申立期間の保険料を納

付した際の領収書を提示して記録の訂正を求めたところ、社会保険事務所か

ら、「任意加入前の期間の保険料が誤って納付されているため還付する。」と

いう回答があった。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す昭和 41年 12

月 28日付の領収証書を所持しており、これが還付された事実は認められない

ことから、申立人が、国民年金に加入する前の期間として納付することができ

ない申立期間の保険料相当額を納付し、長期間国庫歳入金として扱われていた

ことは明らかである。 

申立期間について、制度上、任意加入する前の期間の保険料をさかのぼって

納付できないことを理由として保険料の納付を認めないとすることは、信義則

に反することなどの事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

国民年金保険料を納付していたと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年４月から 51年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 48年 12月まで 

② 昭和 50年４月から 51年３月まで 

    私は、母から勧められ、国民年金の加入手続をした。私の収入が安定する

までは、母が自身の国民年金保険料と一緒に納付してくれていた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 51 年４月

ごろに払い出されており、その時点で、保険料を過年度納付することが可能な

期間であるとともに、直前の期間は、保険料を過年度納付したことが認められ

るなど、当該期間に係る保険料を納付することが可能であったにもかかわらず、

未納とされていることは不自然である。 

また、申立人は、申立期間を除き、保険料をすべて納付しており、さらに、

申立人の保険料を納付していたとする母親は、当該期間を含めて、60歳に至る

まで保険料をすべて納付していることが確認できるなど、納付意識の高さがう

かがえる。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の母親が当該期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、

国民年金の加入時期についての記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人に加入を勧めたと

する母親は、自身が国民年金に加入して保険料を納付していたので申立人にも

加入を勧めたと説明しているが、母親は、昭和 48 年１月に任意加入している

ことが確認できるとともに、母親は、さかのぼって保険料を納付した記憶はな

いと供述しているなど、申立人の母親が当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の手帳記号番号が払い出された時点では、当該期間は時効によ



 

り保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50年４月から 51年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

東京国民年金 事案 4602  

                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年８月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年８月から 49年３月まで 

私は、結婚後、しばらくしてから区役所出張所で国民年金の加入手続をし

た。加入手続の際、区の職員から、「２年前までさかのぼって国民年金保険

料を納めることができる。」との説明を受け、そのころ、さかのぼって保険

料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付している。 

   また、申立人は、国民年金の加入に至る経緯等の加入状況について具体的に

説明しているとともに、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 49 年４月ご

ろに払い出されており、その時点で、申立期間は保険料を過年度納付すること

が可能な期間である上、申立人が国民年金の加入手続を行った際にさかのぼっ

て納付したと主張する金額は、当時の保険料額とおおむね一致しているなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4603  

                    

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から同年 12月まで 

私は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に金融機関で納付していた。 

    申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年２月に厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切

に行い、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人が保険料を一緒に納付していたとする妻の国民年金手帳の記号

番号は、申立人と連番で払い出されていることが確認でき、その妻は、昭和

49 年２月に国民年金に加入して以降、60 歳に至るまで自身の保険料をすべて

納付していることが確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4604 

                             

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54年１月、同年２月、57年６月及び 57年 10月から 58年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：   

                 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年１月及び同年２月  

             ② 昭和 57年６月 

③ 昭和 57年 10月から 58年 12月まで 

    私は、昭和 51年ごろ、自宅の近所の人と老後のために国民年金に加入し

ようということとなり、国民年金に任意加入した。また、その後に勤めた会

社を退職した後も任意加入し、金融機関等で国民年金保険料を納付してきた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫が厚生年金保険加入中の昭和 51 年１月及び 57年６月に国民年

金に任意加入し、申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべ

て納付している。 

また、申立期間①については、２か月と短期間であるとともに、当該期間直

前の保険料は付加保険料を含めて納付済みであり、申立人の夫の職業等に変更

は無く、生活状況等に大きな変化は認められないことから、当該期間の保険料

が未納とされていることは不自然である。 

さらに、申立期間②については、１か月と短期間であるとともに、当該期間

直後の保険料は納付済みである上、申立人は、当該月に再度任意加入しており、

再加入手続を行いながら保険料の納付を行わなかったとは考え難く、当該期間

の保険料が未納とされていることは不自然である。 

加えて、申立期間③については、当該期間直前の保険料は過年度納付してい

ることが確認でき、その時点で当該期間の保険料は納付可能であったにもかか

わらず、当該期間の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

東京国民年金 事案 4605 

                 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41年 10月から 42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月から 42年３月まで 

私は、昭和 41年ごろ、生活が苦しい時期であったが、区役所の職員に勧

められて国民年金の加入手続をし、国民年金保険料を納付していた。所持す

る国民年金手帳には、申立期間の保険料は納付済みと記録されている。また、

社会保険事務所で申立期間の保険料は還付していると言われたが、還付され

た記憶はない。申立期間の保険料が免除とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳によると、申立人は、申立期間を含めた昭和

41年度の国民年金保険料を、昭和41年12月及び42年２月に印紙検認により納付

していることが確認できる。 

また、申立人の特殊台帳によれば、申立期間の保険料の納付状況について、

当初は、納付済みと記録され、その後に、法定免除及び還付と記録訂正されて

いるが、還付整理簿等の保険料の還付に関する記録は確認できない上、制度上、

すでに納付された保険料は免除の対象から除外されるべきものであるとされ

ているのに、申立期間の保険料が免除と記録されていることは不自然である。    

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4606 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

私は、夫婦二人の国民年金の加入手続をし、夫婦二人分の国民年金保険料

を一緒に納付してきた。申立期間の保険料について、夫は納付済みであるの

に、私は未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、60 歳に至るまで国民年金加入期間の国民年金

保険料をすべて納付している。 

また、申立期間前後の期間の保険料は納付済みであるとともに、保険料を一

緒に納付していたとする夫は、申立期間を含めて、60 歳に至るまで保険料を

すべて納付していることが確認できることから、申立期間の保険料が未納とさ

れているのは不自然である。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人が、国民年金の加入手

続をし、保険料を納付していたと説明する区役所出張所は、申立期間当時に所

在し、国民年金の加入及び保険料の収納事務を取り扱っていたことが確認でき

るなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45年 10月から 47年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年８月から 38年 12月まで    

             ② 昭和 45年 10月から 47年３月まで    

             ③ 昭和 47年７月から 48年３月まで 

    私の国民年金は、妻が加入手続をし、国民年金保険料を納付してくれてい

た。昭和 48年に自営業の経営が傾くまでは、妻が夫婦二人分の保険料を納

付していたと記憶している。妻が、印紙や納付書で保険料を納付していた

ことを記憶している。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、当該期間前後の期間の保険料は納付済みであり、

申立人が所持する国民年金手帳によると、直前の期間は印紙検認で納付して

いることが確認できるとともに、申立人が、当時居住していた区では、当該

期間中の昭和 46 年４月に保険料の納付方法が納付書方式となっていること

が確認できる。また、申立人は、当該期間及びその前後の期間当時の生活状

況等に特段の変化は見られないなど、申立内容に不自然さは見られない。 

２ しかしながら、申立期間①及び申立期間③については、申立人の妻が当該

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

保険料を納付していたとする妻から当時の納付状況等を聴取することが困

難であるため、当該期間当時の状況が不明確である。また、夫婦二人分の保

険料を納付していたとする妻も、当該期間の保険料は未納であるなど、申立

人の妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間うち、昭

和 45 年 10 月から 47 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

東京国民年金 事案 4612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49年７月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年３月から 48年３月まで 

             ② 昭和 49年７月から同年 12月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、父が納付していた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由     

申立期間②については、申立人は、当該期間の前後の国民年金保険料を納付

済みであり、当該期間は６か月と短期間である。また、保険料を納付していた

とする申立人の父親及び当時同居していた母親は納付済みとなっているなど、

申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の父親が当該期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申

立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付

していたとされる父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、

当時の状況が不明確であるなど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。さらに、申立人の国民年金

の手帳記号番号が払い出された昭和49年４月時点では、当該期間の大部分は時

効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和49年７月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

東京国民年金 事案 4613                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年１月から 40年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年１月から 40年６月まで 

私は、昭和 36年に町役場の勧めで国民年金に加入し、地元納付組織の集

金担当者に国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している上、申立人

が申立期間の保険料を納付組織に納付したとする方法は、申立人が当時居住し

ていた町の保険料の納付方法と合致している。また、申立期間当時、申立人の

工場の経営は安定しており、生活状況に大きな変化は認められないなど、申立

内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年６月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年６月から同年９月まで 

    私の母は、平成６年 10 月に私が再就職する前に申立期間の国民年金保険

料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している上、申立期

間は４か月と短期間である。また、申立人の母親が納付書により保険料を納付

したとする方法は、申立人が当時居住していた町の納付方法と合致しており、

納付したとする保険料の月額は当時の保険料額とおおむね一致している。さら

に、父親も、申立人の母親が申立人の申立期間の保険料を納付したと説明して

いるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から 54年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から 54年 12 月まで 

    私は、54年秋に申立期間の国民年金保険料をまとめて納付した。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後から 60 歳になるまで、国民年金保険料をすべて納

付している。また、申立人が申立期間の保険料をまとめて納付したとする昭和

54年は、第３回特例納付実施期間内であり、申立期間は強制加入期間である。

さらに、納付したとする保険料の金額は、申立期間の保険料を特例納付、過年

度納付及び現年度納付により納付した場合の金額におおむね一致している。加

えて、申立人が納付したとする金額では、申立期間に加えて 20 歳までさかの

ぼり申立期間直前の昭和 47年 10月から 50年 12月までの未納期間の保険料を

納付することができないと説明されたことを具体的に記憶しているとともに、

納付したとする金融機関は、当時開設されており、第３回特例納付等による保

険料の収納業務を取り扱っているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

                              

東京国民年金 事案 4616 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間（37

年度中納付済みとされている３か月を除く。）の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで（37年度中納付済

みと記録されている３か月を除く。） 

    昭和 37年 11月に結婚する前は、私の父親が、結婚後は、私の妻が私の国

民年金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和37年４月から39年３月までの期間（37年度中納付済み

と記録されている３か月を除く。以下同じ。）については、申立人は、40年４

月から60歳になるまで国民年金保険料をすべて納付している上、区の集金人に

保険料を納付し、国民年金手帳に検認印を押してもらったとする納付方法は、

当時申立人が居住していた区の納付方法に合致し、納付したとする保険料の金

額は、当時の保険料額に合致する。また、申立人は、37年度中３か月納付済み、

９か月未納と記録されているにもかかわらず、同一年度内に納付済みと未納が

混在する場合に保存することとされている申立人の特殊台帳が保存されてい

ない。さらに、国民年金手帳の記号番号が連番で払い出されている弟二人も、

当該期間のうち、同居していた37年４月から10月までの保険料が納付済みとな

っており、結婚後申立人の保険料を納付していたとする妻も、当該期間のうち、

結婚したとする37年11月から38年３月までの期間及び38年度中９か月が納付

済みとなっているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、36年４月から37年３月の期間及び39年４月

から40年３月までの期間については、申立人の父親及び妻が当該期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

36年４月から37年３月までの期間については、同居していた弟二人も未納であ

り、また、39年４月から40年３月までの期間については、申立人の保険料を納



 

付していたとする妻も未納となっているなど、申立人の父親及び妻が、申立人

の当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和37年４月から39年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

東京国民年金 事案 4619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 10 月から 49 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。また、昭和 51年４月から同年 11月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認められることから、還付についての記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 : 男 

    基礎年金番号 :  

    生 年 月 日 : 昭和 20年生 

    住    所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 10月から 49 年９月まで 

             ② 昭和 51年４月から同年 11月まで 

    私は、国民年金に加入後の昭和 52 年１月に国民年金保険料をさかのぼっ

て納付し、領収書も所持している。申立期間②についても、重複納付した

領収書を所持している。申立期間の保険料が未納及び還付されていないこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を納付した昭和 52年１月 21日付

の領収書を所持している。 

申立期間①について、上記の納付時点では、時効により保険料を納付でき

ない期間であるが、平成 20年２月に還付決議がなされるまで当該期間の保険

料の還付手続が行われた事実は認められないことから、申立人が、時効によ

り納付できない当該期間の保険料相当額を納付し、長期間国庫歳入金として

扱われていたことは明らかであり、時効により保険料を納付できないことを

理由として、保険料の納付を認めないのは信義則に反する。 

また、申立期間②について、申立人は、当該期間の保険料を含む上記昭和

52年１月 21日付の領収書とは別に、当該期間を含む期間の保険料を納付した

52 年４月６日付の領収書を所持しており、申立期間②の保険料を重複納付し

たことが確認できる。当該重複納付に係る還付の処理については、還付リス

トにおいて還付決議日及び還付金額が記載されているが、それぞれの保険料

の納付日は、１回目は申立期間①のそれと同一日、２回目（重複納付日）は

２か月半後であり、近接した時期に納付された申立期間①の保険料について、

上記のとおり、本来還付されるべきであったにもかかわらず還付された事実

は認められず、当時の行政側の還付に係る事務処理に不適切な状況が見られ



 

ることから、申立期間②の保険料の還付に係る事務処理においても不備があ

った可能性が考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を還付されていないものと

認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4626                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成６年７月から８年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月から８年３月まで 

私は、役所から国民年金保険料の未納通知がきていたため、平成８年８月

に納付金額を決めて、送付された納付書で保険料を納付した。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち平成６年７月から８年３月までの期間については、申立人が、

申立期間の保険料を納付したとする８年８月時点で過年度納付が可能な期間

であり、申立人は保険料をまとめて払ったことや、納付した場所に関する記憶

が具体的で鮮明であり、申立人の母親も申立人が過年度納付を行ったことを証

言している上、納付したとする金額は納付すべき保険料額とおおむね一致して

いるなど､申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、平成６年３月から同年６月までの期間につ

いては、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申

告書等)が無く、申立人がさかのぼって保険料の納付を行ったとする８年８月

時点では、時効により保険料を納付できない期間である上、別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち平成

６年７月から８年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 10 月から 43 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 43年６月まで 

    私は、厚生年金保険に未加入である期間を調べ、未納となっている期間の

国民年金保険料を昭和 50 年 12 月に一回で金融機関に特例納付した。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、第２回特例納付によりそれまで未納とされてい

た期間の国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間は９か月と短期間で

ある。 

また、申立人が保険料を納付したとしている昭和 50年 12月は、第２回特例

納付の実施期間中であり、申立人の特例納付の契機、手続及び納付方法等に関

する記憶は具体的である上、納付したとする金額は申立期間を含め国民年金保

険料未納期間の保険料を特例納付した場合の金額とおおむね一致しており、申

立期間の直前の期間が未納から第２回特例納付による納付済みに記録訂正さ

れている等の記録管理ミスがあるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4628 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年 10 月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 48年３月まで 

    私は、昭和 44 年に結婚してから国民年金保険料を妻に任せて納付してい

た。妻が国民年金に加入した昭和 46 年以降は、私の保険料と一緒に納付し

ているはずである。申立期間の保険料が私の分だけ未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をおおむね納付しており、保険料

の納付場所、納付方法についての記憶は鮮明である。 

また、申立期間の前後の保険料は納付済みで、申立期間は、現年度納付が可

能な期間であり、申立人の保険料を一緒に納付していた妻は、申立期間の保険

料が納付済みとなっている上、納付日が確認できる昭和 59 年４月以降は夫婦

同一日に納付していることが確認でき、基本的に夫婦一緒に保険料を納付して

いたと考えられるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年７月から 50年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から 50年３月まで 

             ② 昭和 55年４月から 58年３月まで 

             ③ 昭和 60年４月から 62年７月まで 

    私は、昭和 42年９月に駅前に飲食店を開業した数年後、来店の方に勧め

られて、国民年金に加入した。最初は国民年金保険料をまとめて納付し、そ

の後は店に集金に来てもらって保険料を納付した。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、昭和 48年７月から 50年３月までの期間については、申

立人の国民年金手帳記号番号が払い出された50年10月時点で過年度納付が可

能な期間である上、申立人が納付したとする金額は、当該期間の保険料額と同

時に納付したとする50年11月に納付した第２回特例納付の保険料額を合わせ

た金額と概ね一致しているなど申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①のうち、昭和 48年４月から同年６月までの期間、

申立期間②及び③については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、48 年４月から同年６月ま

では、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 50年 10月の時点では時

効のため保険料を納付できない期間である上、申立期間②及び③は納付してい

た時期、納付金額や納付回数などの具体的な記憶が曖昧
あいまい

であるなど申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和

48年７月から 50年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 



 

東京国民年金 事案 4630 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 

私は、申立期間の保険料を銀行口座引き落としで納付しており、また、銀

行口座に記録がある。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、60 歳到達後も国民年金に任意加入し、申立期間を除き国民年金

保険料をすべて納付している。 

申立期間は１か月と短期間で、申立期間前後は現年度納付されている上、口

座引き落としの手続を行った時期の申立人の記憶は鮮明で、申立期間に相当す

ると推認できる保険料が引き落とされている銀行通帳を所持しているなど申

立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年10月から52年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和51年10月から52年３月まで 

    私は、結婚後に区役所出張所で国民年金加入手続をし、国民年金保険料を

納付していた。別の区に転居後、未納期間がある旨の通知があり、納付して

いたことを証明できないため、仕方なく２年分を納付したが、その前の申立

期間の保険料についても納付していたはずである。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付

しており、申立期間は６か月と短期間である。また、申立人は、結婚後、国民

年金の加入手続をし、出張所で保険料を納付していたことを明確に記憶してい

る上、申立期間の後の昭和53年４月から54年３月までの納付記録については、

未納とされていたが、申立人の所持する領収書により、平成19年11月に納付済

みに訂正されているなど行政側において申立人に係る記録管理が適切に行わ

れていなかった状況が見られるなど、申立期間の保険料が未納となっているこ

とは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

東京国民年金 事案 4634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年 1 月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 50年３月まで 

    私が 20 歳になったとき、父は私の国民年金の加入手続を行ってくれ、私

が結婚するまでは私と両親の家族３人分の国民年金保険料を一緒に納めて

くれていたはずである。婚姻後は私が夫婦二人分の保険料を納めてきた。

夫の保険料は納付済みであるのに、申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの期間については、申立

人から提出された家計簿に記載されている50年12月にさかのぼって納付した

当該期間の国民年金保険料額は、夫婦二人分の３か月分の保険料額に一致し、

一緒に納付したとする夫は当該期間の自身の保険料が納付済みとなっている

など、当該期間の保険料が未納となっていることは不自然である。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 42 年７月から 49 年 12 月までの期間

については、申立人から提出された家計簿に当該期間に係る保険料額の記載が

無く、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人が結婚するまで保険料を納

付していたとする父親から当時の手続及び保険料納付の状況を確認すること

ができず当時の状況が不明確であり、申立人も結婚後の納付方法に関する記憶

が曖昧
あいまい

であるなど、申立人及び父親が当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。また、申立人の国民年金手帳の記号番

号が払い出された昭和 50 年８月時点では、当該期間の大部分は時効により保

険料が納付することができない期間であり、申立人は、別の年金手帳を所持し

ていた記憶は無いと説明しているなど、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭



 

和 50 年 1 月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から 49 年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から平成元年７月まで 

私は、付加保険料納付による付加年金制度が開始された時から平成元年７

月まで定額保険料に加え付加保険料を納付していた。また、昭和 48年７月か

ら 49年３月までの免除期間の保険料も、役所から指摘を受け追納した。申立

期間の付加保険料及び追納した保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 48 年７月から 49 年３月までの保険料については、申

立人は、40 年 11 月以降、申立期間を除き国民年金定額保険料をすべて納付し

ている上、保険料の納付及び免除申請を一緒に行っていたとする夫の当該期間

の保険料は納付済みとなっているなど、当該期間の保険料を追納したとする申

立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間の付加保険料については、申立人が申立期間の付加

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

申立人が所持する国民年金手帳には付加年金制度加入が平成元年８月と記載が

ある上、申立人が所持する昭和 46年４月から 48年６月までの期間、49年４月

から 50 年６月までの期間及び 50 年 10 月から 51 年９月までの期間の保険料領

収証書の金額に付加保険料額が含まれていないことが確認できるなど、申立期

間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年７月から 49年３月までの保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4636 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月及び同年５月、48 年 11 月及び

同年 12 月並びに 56 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年８月から 43年３月まで 

             ② 昭和 47年４月及び同年５月 

             ③ 昭和 48年 11月及び同年 12月 

             ④ 昭和 56年７月から同年９月 

    私は、20 歳になった翌年に転居した際に国民年金に加入して以降、厚生

年金保険から国民年金への切替や住所変更の手続を常に心掛け、漏れの無い

ように国民年金保険料をすべて納付してきた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年４月以降、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年

金保険料をすべて納付しており、申立期間②、③及び④はいずれも２か月及び

３か月と短期間である。また、申立期間②については、申立人の所持する国民

年金手帳により、当該期間中の住所変更手続が適切に行われていることが確認

でき、申立期間③及び④については、当該期間の直後の期間の保険料をすべて

納付しているなど、当該期間の保険料が未納となっていることは不自然である。 

しかしながら、申立期間①の期間については、申立人が保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手

帳の記号番号が払い出された昭和 43 年８月以降、申立人は、さかのぼって保

険料を納付した記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 47年４月、同年５月、48 年 11月、同年 12 月及び 56年７月から同年９月ま

での期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

東京国民年金 事案 4637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年３月 

    私は、結婚後も国民年金に任意加入し、国民年金保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間

は１か月と短期間である。また、申立内容に不自然さはなく、申立期間当時に納

付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4638                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

    私は、夫婦二人分の国民年金保険料を昭和 36年４月から 60歳になるまで

すべて納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き 60 歳に到達するまで国民年金保険料をすべて納

付しており、申立期間は３か月と短期間である。また、申立期間前後の保険料

は納付済みであり、申立期間及びその前後の期間を通じて申立人夫婦の住所や

職業に変更はなく、生活状況に大きな変化は認められないなど、申立期間の保

険料が未納となっていることは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4639                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年３月まで 

    私の夫は、夫婦二人分の国民年金保険料を昭和 36年４月から 60歳になる

まですべて納付していたはずである。私の申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き 60 歳に到達するまで国民年金保険料をすべて納

付しており、申立期間は 12 か月と短期間である上、夫婦二人分の保険料を納

付していたとする夫は、申立期間のうち昭和 46年４月から同年 12月までの保

険料を納付している。また、申立期間前後の保険料は納付済みであり、申立期

間及びその前後の期間を通じて申立人夫婦の住所や職業に変更はなく、生活状

況に大きな変化は認められないなど、申立期間の保険料が未納となっているこ

とは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年９月から49年12月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年９月から49年12月まで 

私の夫は、昭和53年に申立期間の私の国民年金保険料を特例納付した。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している。また、申

立人の夫が納付したとする昭和53年は、同年７月から第３回特例納付が実施さ

れており、申立期間は強制加入期間である。さらに、申立人の夫が婚姻後申立

人の国民年金の加入手続をしてくれた際に保険料を過年度納付してくれ、その

後53年に残りの未納期間について特例納付できることを知って、申立期間の保

険料を特例納付してくれたとする説明は具体的であるなど、申立内容に不自然

さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4642 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年３月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年３月から同年５月まで 

私は昭和 63年３月に就職した会社が申立期間当時厚生年金保険の適用を

受けていなかったため、国民年金に加入して保険料を納付した。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している上、申立期

間は３か月と短期間である。また、申立人は申立期間当初に厚生年金保険から

国民年金への切替手続をした経緯等を具体的に説明しており、切替手続をし、

保険料を納付したとする区の出張所は保険料の納付等を取り扱っていたこと

が確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4650 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められ、また、９年６月から 10 年３月までの期間及び 11 年４月から 12 年

３月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 平成元年 12月 

           ② 平成９年６月から 10年３月まで 

③ 平成 11年４月から 12年３月まで 

  私は、申立期間①の国民年金保険料は区役所の出張所で納付し、申立期間

②及び③は区役所で免除申請していたはずである。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間はいずれも比較的短期間であるとともに、申立人は申立期間前後に

数回、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っているが、いずれも適正

に手続を行っている。 

申立期間①については、申立人は、平成元年６月以降、初めて申請免除され

た８年 10 月までの国民年金保険料を、当該期間を除きすべて納付しており、

当該期間は１か月と短期間である上、申立人の保険料の納付方法等の説明は具

体的である。 

また、申立期間②及び③については、申立人の免除申請手続についての説明

は具体的であり、当該期間の前後は申請免除された期間である上、当該期間及

びその前後の期間を通じて申立人の生活状況に大きな変化は無く、申立期間に

ついて申立人の収入状況が改善されていたという事情も見られないことを踏

まえると、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国民年

金保険料については納付していたものと認められ、申立期間②及び③の国民年

金保険料については免除されていたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4651 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から同年６月まで 

私は、結婚後の昭和 49 年３月に、夫に勧められて国民年金に任意加入し

て以来、国民年金保険料を納付してきたのに、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、国民年金に加入した昭和 49 年３月以降、申立期間を除き国民年

金保険料をおおむね納付しており、申立期間の前後の保険料は納付済みとなっ

ている。 

また、申立期間は３か月と短期間であり、申立人は申立期間当時の保険料の

納付方法等の説明が具体的である上、申立期間及びその前後の期間を通じて申

立人の生活状況に大きな変化は見られないなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4652 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年５月から 44年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43年５月から 44年７月まで 

  私は、結婚したときに母から国民年金手帳を手渡され、20 歳から国民年

金保険料を納付してあるので、これからは自分で納付しなさいと言われ、そ

の後は自分で保険料を納付してきた。申立期間の保険料は母が納付していた

はずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、60 歳に至るまで申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付し

ている。また、申立人の特殊台帳によると、昭和 46年 11月 13日に、44 年 10

月から 46年３月までを過年度納付し、その前の 44年８月及び同年９月の２か

月を特例納付していることが確認できるが、特例納付による保険料の納付は、

未納期間の古い方から順次うめていくのが原則である上、申立人は母親から

「20歳からの保険料を納付している。」と聞いているにもかかわらず、未納期

間の最後の２か月間のみが特例納付により納付済みとされているのは不自然

である。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする母親は昭和 36 年４月以降の

保険料を完納しており、申立期間当時に保険料を納付するのに十分な資力があ

ったと考えられるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4653 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月から同年３月まで 

    私の国民年金保険料は、母が定期的に集金人へ納付していたのに、申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に加入以降、申立期間を除き国民年金保険料をおおむね

納付しており、申立期間前後の保険料は現年度で納付していることが確認でき

る上、保険料を納付していたとする母親は昭和 36 年４月以降の保険料を完納

している。 

また、申立期間は３か月と短期間であり、申立人が主張する集金人に保険料

を納付したとする方法は、申立人が居住していた区では、当時は納付書による

納付が原則であるが、年金推進委員による訪問徴収も並行して行われていたこ

とが確認できることなど、申立内容に不自然さ見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4654 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 40年３月まで 

私は、夫と一緒に国民年金保険料を郵便局で納付していたはずなのに、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している。また、   

申立人は、申立期間の保険料の納付場所、納付方法の記憶が鮮明であり、申立

人の所持する国民年金手帳及び保険料の領収証書から夫婦の保険料は同一日

に納付されていることが確認できる上、国民年金手帳の記号番号が申立人と連

番で払い出され、一緒に保険料を納付していたとする夫の申立期間の保険料は

納付済みとなっていることを踏まえると、申立期間の保険料が未納とされてい

ることは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4655 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年３月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、夫の分と一緒に私の義母が納付してお

り、また、申立期間の一部は、夫の保険料が納付済となっているにもかかわ

らず、私の申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間以降の国民年金保険料をおおむね納付している上、申立

人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 47年 12月時点で、申立期間

は現年度納付が可能な期間である。また、申立人が保険料を納付してくれてい

たとする義母は、申立期間当時に家計を管理しており、義母が申立人の分と一

緒に納付していたとする夫の保険料は、申立期間のうち 47 年４月から同年９

月まで納付済みとなっていることから、義母が申立期間の保険料を納付してい

たものと推認できる。さらに、申立期間は 12 か月と比較的短期間であり、申

立期間及びその前後の期間を通じて申立人の生活状況に大きな変化は見られ

ないなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4656 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 10 月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月から 48年３月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、妻の分と一緒に私の母が納付していた

はずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年４月以降、申立期間を除き国民年金保険料をおおむね

納付しており、申立期間は６か月と短期間である。 

また、申立人に国民年金への加入を勧め、保険料を納付していたとする母親

は、申立期間当時の家計を管理している上、申立人の申立期間前後の保険料を

現年度納付で納付していることが確認できることから、母親が申立期間の保険

料を納付していたものと考えられる。さらに、申立期間及びその前後の期間を

通じて申立人の生活状況に大きな変化は見られないなど、申立内容に不自然さ

は見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から 60年３月までの国民年金保険料については、付

加保険料を納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 60年３月まで 

    私は、国民年金に加入してから 60 歳になるまで、付加保険料を含めて国

民年金保険料を納付してきた。申立期間の付加保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48年１月から 60歳になるまで、申立期間を除き、付加保険

料を含めて国民年金保険料を納付しており、申立期間の定額保険料は納付済み

となっている。また、申立人は、社会保険庁の記録及び申立人が所持する国民

年金手帳の記載により、国民年金の加入手続と同時に付加保険料の納付を申し

出ており、60 歳の国民年金資格喪失まで付加保険料の納付を辞退していない

ことが確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料については、付加保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 43年４月から 44年３月まで 

私は、申立期間の翌年度の昭和 44 年６月ごろに、申立期間の国民年金保

険料をまとめて納付書により納付した。申立期間が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和41年４月から60歳になるまで、申立期間を除き、国民年金保

険料をすべて納付しており、申立期間は12か月と短期間である。また、申立人

が主張する納付書により保険料を納付したとする方法は、当時の過年度納付の

方法と合致しているなど、まとめて過年度納付したとする申立内容に不自然さ

は見られない。 

さらに、申立期間直前の昭和42年度の保険料を昭和43年３月に現年度納付し、

申立期間直後の44年度及び45年度の保険料を47年７月に第１回特例納付及び

過年度納付により納付していることが確認でき、申立期間の保険料のみが未納

となっているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 49 年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 49年 12 月まで 

私たち夫婦は、昭和 44年 11月に区の出張所で国民年金の加入手続を行い、

20 歳から 43 年度までの国民年金保険料を３回か４回に分けてさかのぼって

納付した。また、44年度以降の保険料を送付された納付書により納付してき

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和45年４月から49年12月までの期間については、当該期

間直後から60歳になるまで国民年金保険料をすべて納付している上、申立人が

納付書により納付したとする方法は、申立人が居住していた区の納付方法と合

致し、保険料を納付したとする区の出張所や金融機関は、保険料の収納を取り

扱っていたなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和37年10月から45年３月までの期間につ

いては、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人夫婦は、さかのぼって納付したと

する保険料の金額の記憶が曖昧
あいまい

であり、また、昭和44年度の保険料を納付書に

より現年度納付したとする方法は、区が当時採っていた印紙検認方式による納

付方法と異なるなど、当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出さ

れた44年11月時点では、特例納付は実施されておらず、当該期間の大部分は時

効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和45年４月から49年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

東京国民年金 事案 4661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 49 年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月から 49年 12 月まで 

私たち夫婦は、昭和 44年 11月に区の出張所で国民年金の加入手続を行い、

20 歳から 43 年度までの国民年金保険料を３回か４回に分けてさかのぼって

納付した。また、44年度以降の保険料を送付された納付書により納付してき

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和45年４月から49年12月までの期間については、当該期

間直後から60歳になるまで国民年金保険料をすべて納付している上、申立人が

納付書により納付したとする方法は、申立人が居住していた区の納付方法と合

致し、保険料を納付したとする区の出張所や金融機関は、保険料の収納を取り

扱っていたなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和36年12月から45年３月までの期間につ

いては、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人夫婦は、さかのぼって納付したと

する保険料の金額の記憶が曖昧
あいまい

であり、また、昭和44年度の保険料を納付書に

より現年度納付したとする方法は、区が当時採っていた印紙検認方式による納

付方法と異なるなど、当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出さ

れた44年11月時点では、特例納付は実施されておらず、当該期間の大部分は時

効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和45年４月から49年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



 

東京国民年金 事案 4666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年１月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 46年３月まで 

私の昭和 42年１月から 46年３月までの国民年金保険料は、妻が自身の保

険料と併せて納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の国民年金保険料を一緒に納付したとする申立人の妻は、

昭和 42 年２月に結婚した後の申立期間の保険料の納付方法及び納付場所等を

具体的に記憶しており、申立期間の自身の保険料は納付済みであり、結婚前の

38 年２月に自身の国民年金手帳記号番号が払い出されて以降、業種組合支部

に委託する前の 47 年３月まですべて現年度の納期限内に納付していることが、

妻の所持している国民年金手帳から確認できることなど、申立内容に不自然さ

は見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年３月から 53年２月まで 

② 昭和 57年４月から同年９月まで 

    私は、昭和52年３月に上京後、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付

してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭

和57年６月時点では、当該期間の保険料を現年度納付することが可能であり、

申立人は、56年８月以降、当該期間を除き国民年金保険料をすべて納付してい

る。また、当該期間の前後の期間の保険料は納付済みである上、当該期間は６

か月と短期間であるなど、当該期間の保険料が未納となっていることは不自然

である。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人

の、当該期間の国民年金の加入手続及び加入場所等に関する記憶は曖昧
あいまい

である。

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された時点では、当該期間は

時効により保険料を納付することができない期間であり、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和57年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



 

東京国民年金 事案 4668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 12 月から 44 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 44年２月まで 

私は、昭和 43 年 12月に会社を退職後しばらくして国民年金の加入手続を

行い、再就職後にその間の３か月分の国民年金保険料を市役所で納付したは

ずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間については、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付しており、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間中の昭和

44 年２月に払い出されており、当該時点では、申立期間の国民年金保険料を

納付することが可能であったこと、また、申立期間後には、厚生年金保険から

国民年金への切替手続を適切に行っているなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年６月から 48年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月から 48年 10 月まで 

私は、20歳になった時、母が私の国民年金の加入手続をしてくれて、厚生

年金保険に加入していた期間も含めて国民年金保険料を納付してくれてい

た。結婚した時に母から「今までの保険料は支払ってきたが、これからは自

分で払いなさい。」と言われ国民年金手帳を渡されたことを憶えている。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の

国民年金手帳の記号番号の払い出された昭和43年６月時点では、申立期間の保

険料は現年度及び過年度納付することが可能である上、申立人の国民年金の加

入手続及び保険料を納付していたとする母親も、42年７月に国民年金に任意加

入し、60歳に到達するまで保険料をすべて納付しているなど、申立内容に不自

然さは見られない。 

また、申立人とその夫は、母親から渡された国民年金手帳の中にあった印紙

検認印を具体的に説明している上、申立人は、申立期間後の第３号被保険者か

ら第１号被保険者への切替手続を適切に行っていることなど、申立内容に不自

然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から同年３月まで 

私は、結婚後は自分で国民年金保険料を納付した。申立期間は検認印が無

いので未納期間とされているが、昭和45年７月から同年12月までの期間は、

印紙検認がされているにもかかわらず、未納期間とされて記録訂正を受けて

いる。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間

前後の期間の保険料は納付済みの上、申立期間は３か月と短期間である。   

また、申立期間及びその前後の期間を通じて申立人の住所に変更はなく、生

活状況に大きな変化は認められないなど、申立期間の保険料が未納となってい

ることは不自然である。 

さらに、申立期間直前の昭和 45 年７月から同年 12 月までの期間は、当初、

未納期間となっていたが、申立人が当時居住していた市が保有する被保険者名

簿の納付済みの記載と、申立人が所持する国民年金手帳の検認印により納付済

期間であると確認され、記録追加と還付がされており、行政側において申立人

に係る記録管理が適切に行われていなかった状況が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

東京国民年金 事案 4677    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年 12月の国民年金保険料については、付加保険料を含めて

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女     

    基礎年金番号 ：      

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生    

    住    所 ：          

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月 

    私は、結婚後の昭和 51年９月に国民年金に任意加入し、国民年金保険料

を付加保険料を含めて納付してきた。59年１月に国民年金の資格喪失の手

続を行ったが、加入期間の保険料を納付しなかったことはない。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。    

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51年９月に国民年金に任意加入し、申立期間直前の 58年 11

月まで付加保険料を含めて国民年金保険料を納付している上、その他の国民年

金加入期間についても、第３号被保険者期間を除き、付加保険料を含めて保険

料を納付しているなど、納付意識が高かったものと考えられ、申立期間の保険

料が未納となっていることは不自然である。     

また、市が保有する「収納リスト」では、申立人が付加保険料を納付した記

録が無く、社会保険事務所が保有する特殊台帳には、申立人が転入したことが

無い住所への住所変更記録があるなど、行政側の記録管理が不適切であった状

況も認められる。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4679 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から同年３月まで 

    私は、20歳で国民年金に加入して以降、未納なく国民年金保険料を納付

してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について国民年金保険料をすべ

て納付している上、申立期間は３か月と短期間の１回のみであり、申立期間当

時に納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も見られない。 

また、申立期間に近接する昭和 48 年５月及び６月の保険料は、当初は未納

となっていたが、町の被保険者カード及び国民年金手帳により納付されていた

ことが確認されたことから、納付済みに記録が訂正されているなど、行政側に

おいて申立人に係る記録管理が適切に行われていなかった状況が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

東京国民年金 事案 4680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40年９月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年９月から 41年３月まで 

             ② 昭和 46年４月から 50年 12月まで 

私は、申立期間①については、昭和40年９月ごろ居住していた区の出張所

で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付した。申立期間②につ

いては、48年の夏に実家に帰省した際、姉に保険料を納付するよう諭され、

帰宅後すぐ手続をして保険料の納付を再開すると同時に２年さかのぼって

保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は７か月と短期間であり、申立人の国民年

金手帳の記号番号は昭和40年９月に払い出されていることから、当該期間の保

険料は現年度納付することが可能である上、申立人が納付したとする保険料額

は、申立期間当時の保険料額と一致していること、保険料を納付したとする区

役所出張所は申立期間当時開設されていたことが確認できることなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は昭和42

年５月に転居したと説明しているが、特殊台帳には当該住所変更は記載されて

おらず、45年から不在者として扱われており、その後52年12月に別の区で住所

が判明して被保険者台帳の移管が行われていることが確認できることから、そ

の間は、納付書が送付されていなかったと考えられる上、住所が判明した時点

では、当該期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期間で

あるなど、当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 



 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 40年９月から 41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4681 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年６月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年６月から 56年３月まで 

    私は、婚姻後の国民年金保険料は夫の分と一緒に納付していた記憶がある。

夫の保険料だけを納付して自分の分を納付しないことは考えられない。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年４月以降、申立期間を除き国民年金加入期間について

国民年金保険料をすべて納付しており、申立人が自身の保険料と一緒に納付し

ていたとする夫の申立期間の保険料は納付済みとなっている。また、申立期間

直後の 56 年４月から 57 年３月までの保険料は、56 年４月６日に夫婦ともに

１年分を前納していることが確認できる上、当該納付済期間のうち 56 年８月

から 57 年３月までの期間は厚生年金保険加入期間であったためこの期間の保

険料は 56年 10月５日付けで還付決議されていることが、申立人の還付・充当・

死亡一時金リストから確認でき、当該還付決議時点において申立期間が未納で

あったとすれば、時効期間が経過していない 54 年７月以降の期間の保険料に

充当されるべきであるにもかかわらず充当処理が行われていないなど、申立期

間の保険料が未納とされていることは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

   

                                 

 

 

 

 

 



 

東京国民年金 事案 4682 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    私は、昭和 36年４月に夫とともに国民年金に加入し、60歳になるまで継

続して国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き 60 歳に至るまで国民年金保険料をおおむね納付

しており、申立期間は 12 か月と短期間である。また、申立人の国民年金手帳

の記号番号は昭和 36 年４月に払い出されており、申立期間の保険料は現年度

納付が可能である上、申立人は、国民年金制度開始時に国民年金に加入したこ

と及び申立期間の保険料の納付方法について印紙に検認印を受けたことを具

体的に記憶しているなど、申立期間の保険料が未納とされていることは不自然

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



東京厚生年金 事案 2326                 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 46年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月１日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。

勤務していた昭和 46 年 11 月分から 47 年６月分までの給与支払明細書の写

しがあり、厚生年金保険料が控除されているのは明らかなので、申立期間も

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録は確認できないが、申立人から提出のあったＡ社の昭和

46 年 11 月分から 47 年６月分の給与支払明細書の写し及び同僚等の供述から

判断すると、申立人は、46年 10月から継続して同社に勤務し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

上、厚生年金保険の資格喪失月である 47 年６月の給与明細書により保険料の

控除が確認できることから当該事業所においては、保険料の控除が翌月控除で

あったものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 46年 11月及び同

年 12 月の給与支払明細書に係る厚生年金保険料の控除額及び申立人のＡ社に

おける昭和 46年 12月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履



行したか否かについては、元事業主は既に死亡し、申立期間当時のことを知る

者はなく、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ法人における資格取得日に係る記録

を平成 12年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年３月１日から同年４月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ法

人に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。

同神社には、平成 12年３月１日から勤務し、厚生年金保険料が控除されて

いることが確認できる給与支払明細書があるので、申立期間も被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与支払明細書及び勤務誓約書に

より、申立人は、平成 12 年３月１日からＡ法人に勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支払明細書の総支給額

から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が保管していた健康保険厚生年金保険資格取得届において、申立人

の資格取得日が平成 12 年４月１日となっていることから、事業主が同日を資

格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2337 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 46 年２月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

いて厚生年金保険の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行った

ことが認められることから、申立人の同支店に係る厚生年金保険の資格喪失日

を同日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、４万 8,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月 15日から同年２月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、  

Ａ社Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録がない旨の回

答をもらった。 

しかし、申立期間に異動はあったが、同社Ｃ支店には、申立期間前から継

続して勤務していたので、その当時、厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、Ｂ社の在籍期間証明書及び厚生年金基金の異動記録によ

り、申立人が申立期間の昭和 46年１月 15日から同年２月１日までについても

Ａ社Ｃ支店に継続して勤務していたことが認められる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、申立人は昭和 46年１月 15日にＡ社Ｃ

支店において厚生年金保険の資格を喪失しており、申立期間は被保険者として

の記録が無い。 

一方、厚生年金基金の異動記録においては、申立人の当該事業所における厚

生年金基金の異動（転出及び転入）時期は、昭和 46年２月１日となっている。   

また、事業主は、申立期間当時、厚生年金保険の資格の得喪に係る届出書は

複写式で厚生年金基金の資格の得喪に係る届出書と一体のものであったとし

ている。 



これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 46 年２月１日に申立

人が当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を事

業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金基金の記録から、４万

8,000円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案 2338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 35 年４月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、昭和 35 年

４月は１万 8,000円、同年５月は２万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月 15日から同年６月１日まで 

   ねんきん特別便により、Ａ社で勤務した期間のうち、Ｂ支店に勤務してい

た期間の一部について、厚生年金保険に未加入となっていることが分かった。 

しかし、申立期間にＡ社Ｃ支店からＢ支店への異動はあったが、雇用保険

や健康保険組合の加入記録により、同社に継続して勤務していたことは明ら

かであるため、申立期間について、厚生年金保険に加入していたことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険及び健康保険組合の加入記録並びにＡ社から提出された人事台帳

により、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 35年４月 15日に同社Ｃ支店か

ら同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険庁のオンライン記録か

ら、昭和 35 年４月は１万 8,000 円、同年５月は２万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ



たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かは明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年２月 15日から同年８月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

の関連会社であるＢ社に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答

をもらった。 

しかし、申立期間当時、Ａ社本店からＢ社に出向になったが、厚生年金保

険には、出向になる前から継続して加入しているので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された社員暦（人事記録）、健康保険組合の加入記録及び事業

主の供述から、申立人は、申立期間について同社に継続して勤務し（昭和 47

年２月 15 日にＡ社から関連会社であるＢ社へ在籍出向、同年８月１日に関連

会社であるＣ社へ出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

なお、Ａ社は、申立人がＢ社へ在籍出向していた申立期間中も、同社が申立

人に係る給与計算及び支給を行っていたとしていることから、申立人は、申立

期間当時、同社において厚生年金保険の被保険者であったと認めるのが相当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 47 年 1 月の社会保険庁の

オンライン記録から、８万円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 16年８月 11日、同年 12 月 28日、17年８月 11日及び同年

12 月 29 日について、その主張する標準賞与額（50 万円、32 万円、32 万円及

び 33 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を平成 16 年８

月 11日は 50万円、同年 12 月 28日、17年８月 11日は 32万円及び同年 12月

29日は 33万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月 11日 

             ② 平成 16年 12月 28日 

             ③ 平成 17年８月 11日 

             ④ 平成 17年 12月 29日 

申立期間①、②、③及び④において、事業主であるＡ社により支給された

賞与から厚生年金保険料を控除されたが、標準賞与額の記録が無い。 

同社が社会保険事務所に賞与支払届けを提出していないことが判明した

ので、保険料は時効により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映され

ないので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保有していた賃金台帳及び賞与明細一覧表から、申立期間①、②、③

及び④において、その主張する標準賞与額（①の期間は 50 万円、②、③の期

間は 32万円及び④の期間は 33万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、保険料

も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人が主張する



申立期間①、②、③及び④における標準賞与額（①の期間は 50 万円、②、③

の期間は 32万円及び④の期間は 33万円）に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2342 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 50年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11

万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月１日から同年４月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間に関連会社であるＣ社（現在は、Ｂ社）からの出向による異動はあっ

たが、厚生年金保険料は控除されていたので、被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、厚生年金基金の加入記録及びＢ社が保有する申立人に

係る在籍証明書から判断すると、申立人は、Ｃ社及び関連会社Ａ社に継続して

勤務し（昭和 50年３月１日にＣ社からＡ社に出向による異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 50 年４月の社会保険事務

所の記録から、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は被保険者資格の取得日を昭和50年４月1日として届出を行い、

後日、厚生年金基金に対してのみ資格取得日を同年３月 1日に訂正する届出を

行い、社会保険事務所に対しては訂正する届出を行っていなかったことを認め

ていることから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2343 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 48 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月１日から同年９月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

Ｂ支店で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらっ

た。申立期間に同社本社から同社Ｂ支店への異動はあったが、同社に継続し

て勤務し厚生年金保険料は控除されていたので、被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社が保管する申立人に係る人事個人票・社会保険

被保険者台帳から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 48 年

８月１日に同社本社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 48 年９月の社会保険事務

所の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、確認

できる関連資料及び周辺事情は無いものの、事業主は、厚生年金保険被保険者

資格取得届の記載を誤ったとしていることから、事業主が昭和 48 年９月１日

を資格取得日と届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2344                    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得

日に係る記録を昭和 44年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万

6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間    :  昭和 44年 10月１日から 45年３月 21日まで 

Ａ社の厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会をしたと

ころ、昭和 44 年 10月１日から 45年３月 21 日までの期間について加入の記

録がない旨の回答を得た。昭和 44年 10月１日に就職してから現在に至るま

で、Ａ社に継続して勤務しており、人事記録もあるので、申立期間について

被保険者であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する在籍証明書及び「健康保険被保険者資格取得確認および標準

報酬決定通知書」から判断すると、申立人がＡ社に昭和 44年 10月１日から継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、「健康保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書」及び昭和 45 年３月の社会保険事務所の記録か

ら、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が、資格取得日について、昭和 44年 10月１日として届け出るべきところを

誤って 45年３月 21日として届け出たと認めており、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る 44 年 10 月から 45 年２月までの保険料の納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行



していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成 16年４月 1日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年４月 1日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間

について、同社に勤務していたのは確かなので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社から提出のあった給与台帳により、申立人が同社に

平成 16 年４月１日から勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与台帳及び平成 16 年５月の

社会保険事務所の記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主が届出を誤ったことを認めていることから、事業主が平成 16 年５

月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2346 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ会（現在は、Ｂ会）本部における資

格取得日に係る記録を昭和 23 年６月１日、喪失日に係る記録を同年８月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年６月１日から同年８月 1日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ会に勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同会は複

数回改組及び名称変更を行っているが、昭和 21年２月から申立期間も含め、

62年１月 31日まで継続して勤務しており、当該期間は厚生年金保険料を給

与から控除されていたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ会の事業主の供述及び申立人の具体的な申立内容から判断すると、申立人

が申立期間にＡ会に勤務していたことは推認することができる。 

一方、社会保険事務所の記録では、Ａ会の前身であるＣ会は昭和 23 年６月

１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同組合を名称変更等した

Ａ会本部が同日に厚生年金保険の適用事業所となっているところ、申立人は同

日にＣ会において厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、その後、同年

８月１日に新たに厚生年金保険の適用事業所となったＡ会Ｄ支部において同

日に被保険者資格を取得するまでの期間において、厚生年金保険の加入記録が

無い。 

しかし、社会保険事務所の記録から、申立人と同様に、Ｃ会における厚生年

金保険の被保険者資格喪失日が昭和 23 年６月１日、Ａ会Ｄ支部における取得



日が同年８月１日で、組織の名称変更等に伴い２か月間の未加入期間が生じて

いる従業員が 10 人確認できる一方、Ｃ会における厚生年金保険の被保険者資

格喪失日及びＡ会本部における取得日が同年６月１日で、同会本部に継続して

勤務していたほとんどの従業員は、組織の名称変更等があったにもかかわらず、

未加入期間が生じていないことが確認できる。 

このことについて、Ｂ会では、申立期間当時の従業員に係る資料を保存して

いないため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除につい

ては不明であるとしている。しかしながら、当時、Ｃ会を名称変更等したＡ会

本部から同会Ｄ支部に異動した従業員はいずれも同会本部に継続して勤務し

ていたはずであり、また、申立人の供述どおり、申立期間当時、給与計算は同

会本部において支部も含めて一括して行っていたと考えられることから、同会

同支部が厚生年金保険の適用事業所となる同年８月１日までの２か月間の厚

生年金保険の未加入期間にこれら従業員の給与から厚生年金保険料を控除し

なかったとは考えられないとしている。このことから、申立人は、申立期間に

おいても、同会本部において厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

また、申立人のＡ会における申立期間前後の勤務は継続しており、同会Ｄ支

部が厚生年金保険の適用事業所となる日（昭和 23 年８月１日）まで、申立人

の被保険者資格は、本来、Ｃ会が名称変更したＡ会本部において引き続き有す

るべきであり、同会が誤って申立人の被保険者資格の得喪に係る届出を行って

いなかったものと考えられることから、申立人の同会本部における厚生年金保

険の資格取得日を同年６月１日、喪失日を同年８月１日とすることが必要であ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 23 年５月の社会保険事務

所の記録から、600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当時の事情を確認できる役員等も見当たらないが、申立人と同日にＣ会

からＡ会Ｄ支部に異動した従業員 12人のうち 10人についても、申立人と同様

に、Ｃ会における資格喪失日が昭和 23 年６月１日とされ、同日から同年８月

１日までの厚生年金保険の未加入期間が生じている上、仮に、事業主から申立

人の被保険者資格の取得届が提出された場合には、その被保険者資格の喪失届

を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いこと等か

ら、事業主から当該社会保険事務所に対して、申立人の資格の得喪に係る届出

は行われていなかったものと考えられる。 

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 23 年６月及び同年７月の

保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 27年１月 13日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年１月 13日から同年３月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間

は、同社Ｃ支所から同社Ｂ支店に異動した時期であり、継続して勤務してい

たので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店から提出のあった人事記録及び事業主の供述から判断すると、申

立人が同社に継続して勤務し（昭和 27年１月 12日に同社Ｃ支所から同社Ｂ支

店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 27 年３月の社会保険事務

所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立てどおりの届出を行っていないことを認めており、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 27 年１月及び同年２月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2350  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格取得日に係る記録を昭和 43年９月２日、資格喪失日を 44年４月１日に訂正

し、標準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43年９月２日から 44年４月１日まで 

   社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社で勤務

した期間の加入記録がない旨の回答をもらった。同社は、昭和 44 年４月に

Ｂ社と合併したが、合併前の申立期間当時、同社に勤務し、厚生年金保険料

が控除されていたので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

  雇用保険の記録、Ｂ社が保管する退職金計算書及び複数の同僚の供述から判

断すると、申立人が申立期間において同社に勤務していたことが確認できる。 

また、同社の当時の経理担当職員は、申立期間当時、同社においては、入社

時から全員、雇用保険と厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料を控除してい

たとしている。そして、申立人と同じ業務に従事していた同僚６人は、いずれ

も申立期間において厚生年金保険の加入記録があり、６人のうち連絡の取れた

３人は、申立人は同社に正社員で入社し、厚生年金保険に加入していたはずで

あると供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、同社で申立人と同じ業務に従

事していた６人は、すべて昭和 44 年４月１日の合併時にＡ社からＢ社へ移籍

しているが、６人の標準報酬月額が移籍前と移籍後に変更がないことから、申



立期間の標準報酬月額を申立人のＢ社移籍時の昭和 44 年４月の標準報酬月額

である３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主から申立

人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の

喪失届も提出されていると思われるところ、いずれの機会においても社会保険

事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事

務所への資格の得喪に係る届出は行われず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和43年９月から44年３月までの保険料の納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



東京厚生年金 事案 2351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失日及び同社

Ｂ支社における資格取得日に係る記録を昭和 41 年 12 月 10 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を４万 2,000円とすることが必要である。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月１日から 42 年１月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社本社に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

申立期間中に異動はあったが、継続勤務していたことは間違いないので、

申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

(注)申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における厚生年金保険は、昭和 41 年 12 月１日から 42 年１月

１日まで未加入となっているが、雇用保険の加入記録、同社の就業証明書及び

同社からの回答により、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 41 年 12 月 10

日にＡ社本社から同社Ｂ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社及び同社Ｂ支

社における昭和 41 年 11 月及び 42 年１月の社会保険事務所の記録から、４万

2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほか確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2352 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 11年７月 28日、資

格喪失日が 18 年 10 月１日とされ、当該期間のうち、同年９月 30 日から同年

10月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日

を同年 10月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月 30日から同年 10月１日まで 

平成18年９月30日までＡ社に勤務していたが、厚生年金保険被保険者の資

格喪失日が同日となっているので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与所得に対する所得税源泉徴収簿及び雇用保険被保

険者資格喪失確認通知書から、申立人が、申立期間にＡ社に継続して勤務し、

同期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 18 年９月の給与から控除

されている厚生年金保険料額及び同年８月の社会保険庁の記録から、20 万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 20 年 11 月



18 日に申立てに係る資格喪失届訂正願いを提出したことが確認できることか

ら、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2353 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成８年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年９月１日から同年 10月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社には、平成

８年９月１日から勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び平成８年９月の給与明細書により、申立人は、平成

８年９月１日からＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成８年９月分の給与明細書及

び社会保険庁の記録から、22万円とすることが妥当である。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは平成８年 10 月１日であり、申立期間は厚生年金保険適用事業所として

の記録は無い。しかし、同社は同年２月６日の設立時から法人格を有している

ことから、当時、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は納付については不明としているが、事業主は申立人の申立期間

において、社会保険事務所に適用事業所の届出を行っていなかったものと認め

られることから、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2358 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 12月 16日から３年１月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険被保険者記録を照会したところ、申立期間

について１か月の空白期間が生じていた。Ａ社には月末まで勤務していたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書及びＡ社発行の在勤証明書により、申立人が申立てに係る事業所

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成２年 11 月の社会保険事務

所の記録から 53万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主及び同社の関係者の連絡先が不明であり、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2363 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ本社における資格喪失日を昭和

45 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万 4,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から同年５月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務していた昭和 37 年４月１日から 52 年６月 30 日までの期間のうち、

申立期間の記録が無いとの回答をもらった。申立期間に異動はしたが継続し

て同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された、異動年月日、所属先及び職名が記載された従業員台帳

及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭

和 45年５月１日にＡ社Ｂ本社から同社Ｃ本社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45 年３月の社会保険事務

所の記録から、６万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 45 年４月１日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料の納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係



る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2367        

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。    

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男     

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生     

    住    所 ：     

         

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が

給与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった人事記録から、申立人は、同

社に継続して勤務し（昭和47年11月１日にＡ社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年 10 月の社会保険事務所等の記録から、５万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47年 11月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料



について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2368      

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000円とする

ことが必要である。  

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男     

    基礎年金番号 ：           

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生     

    住    所 ：            

                       

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が

給与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった人事記録から、申立人は、同

社に継続して勤務し（昭和47年11月１日にＡ社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年 10月の厚生年金基金の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。          

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47年 11月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2369     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男     

    基礎年金番号 ：     

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生   

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が

給与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった人事記録から、申立人は、同

社に継続して勤務し（昭和47年11月１日にＡ社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年 10月の厚生年金基金の記録から、４万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47年 11月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2370    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生    

    住    所 ：       

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が

給与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった人事記録から、申立人は、同

社に継続して勤務し（昭和47年11月１日にＡ社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年 10月の厚生年金基金の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。    

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47年 11月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2371     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：      

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生     

    住    所 ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が

給与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった人事記録から、申立人は、同

社に継続して勤務し（昭和47年11月１日にＡ社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年 10 月の社会保険事務所等の記録から、８万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 47年 11月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って

記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料



について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2372     

 

１ 委員会の結論 

  申立人は、平成 15 年 12 月 10 日、16 年７月９日、同年 12 月 15 日及び 17 年

７月８日について、その主張する標準賞与額（28 万 3,000 円、27 万 6,000 円、

27万 6,000円及び 28 万 5,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を平成 15 年 12 月 10 日は 28 万 3,000 円、16 年７月９日及び同年 12 月 15 日

は 27 万 6,000 円並びに 17 年７月８日は 28万 5,000 円と訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：       

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生   

住    所 ：       

                                 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年７月９日 

             ③ 平成 16年 12月 15日 

             ④ 平成 17年７月８日 

Ａ社は、申立期間①、②、③及び④に支給した賞与から厚生年金保険料を

控除していたにもかかわらず、社会保険事務所に賞与支払届を提出していな

かった。賞与支給明細書で保険料控除が確認できるので、標準賞与額に係る

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管している賞与支給明細書から、申立期間①、②、③及び④にお

いて、その主張する標準賞与額（①の期間は 28 万 3,000 円、②及び③の期間

は 27万 6,000円並びに④の期間は 28万 5,000円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、保険料

も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人が主張する



申立期間①、②、③及び④における標準賞与額（①の期間は 28 万 3,000 円、

②及び③の期間 27万 6,000円並びに④の期間は 28万 5,000円）に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2373                  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 42 年９月１日に、また、同社本社における資格取得日に係る記録

を同年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とする必要がある。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男     

    基礎年金番号 ：       

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生     

    住    所 ：        

         

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月 31日から同年９月 20日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申

立期間に支店から本社への異動はあったが、厚生年金保険料は控除されてい

たので、被保険者として認めてほしい。      

                 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社が保有する社員一覧表から判断すると、申立人

は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 42 年９月１日に同社Ｂ支店から同社本社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。  

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 42 年７月の社会保険事務

所の記録から、３万円とすることが妥当である。       

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年６月及び同年７月の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ａ社における資格取得日に係る記録を 42 年６月１日に訂正し、同年６月の標

準報酬月額を３万 3,000円、同年７月の標準報酬月額を３万 6,000円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男      

    基礎年金番号 ：         

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生   

    住    所 ：    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 17日から同年８月 28日まで 

    Ａ社に係る厚生年金保険の加入期間について照会したところ、昭和 42 年

５月17日から同年８月28日までの期間について記録が無いとの回答を受け

た。厚生年金保険料を控除された給料支払明細書があるので、被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

                             

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の保管する給料支払明細書及びそれに記載されているメモにより、申

立人は昭和 42年５月 17日にＡ社に入社し、同年６月及び同年７月の厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。      

   一方、申立期間のうち、昭和 42 年５月については、当該給料支払明細書に

おいて、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

   また、昭和 42 年６月及び同年７月の標準報酬月額については、給料支払明

細書の厚生年金保険料控除額から、６月は３万 3,000 円、７月は３万 6,000

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、同社

が既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、当時の事業主が死亡し

ており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでい

と判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 2375                          

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に係る被保険者記録は、資格取得日が

昭和 39年２月 25日、資格喪失日が 40年３月 21日とされ、当該期間は厚生年

金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間

とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記

録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、申立人の同社における資格取得日を 39年２月 25日、資格喪失日

を 40年３月 21日とし、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年２月 25日から 40 年３月 21日まで 

Ａ社Ｃ工場に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無いので、同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年６月５日に、申立期間のＡ社Ｃ工場に係る厚生年金保

険被保険者記録が社会保険事務所の記録に無いことについて、同社同工場の所

在地域を所管する社会保険審査官に対して不服申立てを行っており、その結果、

申立人の同社同工場における厚生年金保険被保険者期間は昭和 39 年２月 25

日から 40 年３月 21 日であることが確認されている。また、同決定を受けて、

社会保険事務所においては、申立人の同期間の標準報酬月額は２万 2,000円と

されている。 

しかしながら、上記期間については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

より、保険料を徴収する権利が時効によって消滅したときは、当該保険料に係



る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わないとされているため、記録

上、標準報酬月額の変更は行われたものの、保険給付には反映されない期間と

されていることから、申立人は、同期間について、保険給付に反映されるよう

にしてほしいと申し立てている。 

まず、Ａ社保管の申立人に係る辞令原簿、雇用保険の記録及び同社への照会

回答結果から判断し、申立人が同社Ｃ工場に昭和 39 年２月 25 日から 40 年３

月 21 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が上記の不服申立てを行

うに当たって、社会保険審査官に提出しているＡ社Ｃ工場提出の職歴証明書に

おいて、申立人の申立期間に係る報酬月額が２万 2,000 円とされていること、

及び上記のとおり、同期間に係る社会保険事務所の標準報酬月額の記録が２万

2,000円とされていることから、２万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事

務手続を行っていなかったとして、厚生年金保険被保険者の資格取得及び喪失

の届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 39 年２

月から 40 年２月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



東京厚生年金 事案 2376                 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 59年８月 21日、資

格喪失日が平成２年８月１日とされ、当該期間のうち、同年７月 22 日から同

年８月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の

計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日

を同年８月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 44 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月 22日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いので、同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失日訂正確認通知書及

び雇用保険の記録から判断すると、申立人は申立期間にＡ社に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成２年６月の社会保険事務所

の記録及び厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書から、44 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から平成８年２月に提出された厚生年金保険被保険者資格喪失日訂正確認



通知書により、申立人の資格喪失日が平成２年８月１日に訂正されていること

から、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2379                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 56年９月１日、資格喪失日に係る記録を 57

年９月１日とし、当該期間の標準報酬月額を 26万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年９月１日から 57年９月１日まで 

② 昭和 57年９月１日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の加入記録が無い旨

の回答をもらった。両社の両申立期間の保険料控除が確認できる給与明細書

を提出するので、両申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間①について、雇用保険の加入記録、事業主等の供述及び申立人が所

持する給与明細書によると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か

ら、26万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届も提

出されていると思われる。いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所への資格の得

喪に係る届出は行われず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

56年９月から 57年８月までの期間の保険料の納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に



充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間①に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務し、当該期間の厚生年

金保険料が給与から控除されていたと申し立てている。 

しかしながら、申立期間②に係る申立人の雇用保険の加入記録が確認できな

いほか、申立人から提出のあった当該期間に係る給与明細書は、当該期間の保

険料が納付済みとなっているＢ社の従業員から提出のあった給与明細書と様

式が異なっている上、給与の支給年月が特定できず、当該期間における厚生年

金保険料の控除を確認することができない。 

また、申立人が申立期間②の当時の同僚の氏名を記憶していないことから、

社会保険事務所のＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同時期

に同社に入社し、厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員

に照会したが、いずれからも申立人が被保険者であったことを確認できなかっ

た。 

さらに、事業主は、申立人の勤務形態について、社員履歴が無いことから、

臨時雇用であったと考えられるとしている。 

このほか、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を控除していたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、申立人が申立期間②に係る給与明細書として主張する当該明細書の

「11 月分徴収保険料返済」欄に「厚生年金（９月・10 月）27,560」と記載さ

れていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集してきた関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 2385 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 41 年３月 21 日に、資格喪失日に係る記録を同年７月 20 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 21日から同年６月又は７月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。高校卒業直

後の昭和 41年３月 21日に同期生と一緒に同社に入社し、同じころに退職す

るまで正社員として勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録は無いが、申立人が、同じ高等学校を卒業し、同時にＡ

社に入社したとする同僚及び、同社の厚生年金保険被保険者名簿に記載のある

複数の従業員が申立人を記憶していることから、申立人が申立期間において同

社に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人及び前述の同僚は、互いに「高校を卒業後、一緒に就職した。」、

「一緒くらいに辞めたと思う。」と供述していることから、申立人のＡ社にお

ける勤務期間については、当該同僚の厚生年金保険の加入期間（昭和 41 年３

月 21日から同年７月 20日）と同じと判断することが妥当である。 

また、申立人及び前述の同僚並びに従業員からの聴取により名前が確認でき

た、申立人を除く当時の従業員（Ｂ店に勤務していた者を含む）合計 33人（支

店長一人、室長一人、受付事務９人、経理事務４人、営業職 16 人、商品配達

一人、仕入れ担当職一人）のうち、32 人についてはＡ社本店、Ｃ店及びこれ



以外の同社の系列の事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で加入記録

が確認できることから、申立期間当時、Ａ社等に勤務していたほぼすべての従

業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

さらに、申立期間当時にＡ社Ｃ店に勤務し、申立人と同じ受付事務に従事し

ていたとされる同僚５人については、全員の厚生年金保険の加入記録が確認で

きた。 

加えて、前述の従業員のうち、厚生年金保険の加入記録が確認できる一人か

ら、Ａ社で初めて支給された給与から厚生年金保険料が控除されていることに

ついて上司に尋ねたところ、「日本人は皆、厚生年金に入るので、強制的に引

かれるのだ。」との説明を受けたことを明確に記憶している旨の供述が得られ

た上、その他の従業員 11 人が、入社当初の給与から、あるいは毎月の給与か

ら、厚生年金保険料が控除されていたことを記憶している旨の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の同僚の標準報酬月額が１

万 2,000円であることから、１万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社の社会保険事務担当者は不明としているが、申立期間のＡ社本店、同

社Ｃ店及び同社の系列の事業所のいずれの健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の整理番号にも欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所

の記録が失われたことは考えられない上、事業主から申立人の資格取得届及び

資格喪失届がそれぞれ提出されたにもかかわらず、いずれの機会においても社

会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業

主から社会保険事務所へ申立人の資格の取得及び喪失に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 41 年３月から同年

６月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 2386 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成５年４月 19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成５年４月 19日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務していた申立期間について加入の事実が無い旨の回答を得た。当該期

間について厚生年金保険の保険料が控除されていたことを確認できる給与

明細書を提出するので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録、給与明細書及び給与の明細メモから、申立人

が平成５年４月19日から同年６月14日までＡ社に勤務していたことが認めら

れる。 

また、平成５年５月分の給与明細書及び、当時のＡ社事業主が作成したと判

断できる同年６月分給与の明細メモから、同社で厚生年金保険に加入すべき期

間に係る２か月分の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成５

年５月の社会保険事務所の記録及び同月分の給与明細書から、24 万円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当時の事業主が既に死亡しており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4608 

                     

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年 4月から 55年 8月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：   

                      

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 55年８月まで 

私は、自宅に来た区の職員に勧められて国民年金の加入手続をし、集金

人に国民年金保険料を納めていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、国民年金の加入時期等の加入

状況及び保険料の納付金額等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、また、

申立人は、保険料を印紙検認や納付書で納付した記憶は無いと説明している

上、保険料は夫婦別々に納付していたと供述しているなど、申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 44 年５月ごろに、夫婦連

番で払い出されており、その時点で、申立期間の一部は時効により保険料を

納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4609  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 12 月から 49 年 12 月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月から 49年 12月まで 

私は、退職後、区役所で国民年金の加入手続をし、毎月郵便局で付加保

険料を含めて国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入

手続及び付加保険料を含む保険料額等の納付状況に関する記憶が曖
あい

昧
まい

である

上、申立人に国民年金への加入及び付加保険料を含む保険料の納付を強く勧

めたとする申立人の父親から当時の納付状況等を聴取することができないた

め、申立人の国民年金への加入状況、保険料の納付状況が不明確であるなど、

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、申立人の所有する年金手帳により、申立人は昭和 50 年１月に任意加

入していることが確認でき、制度上、任意加入の場合には、加入手続を行っ

た月以後の保険料の納付は行うことができるものの、申立期間のうち申立人

が結婚した 49 年２月から同年 12 月までは未加入期間となるため保険料を納

付することができない。さらに、申立期間のうち、48 年 12 月及び 49 年１月

については強制加入期間であり、50 年１月の加入時点からは、過年度納付が

可能であったものの、申立人はさかのぼって納付した記憶が無いとしており、

当該期間について、申立人が保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付してい



                     

  

たものと認めることはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 48年３月まで 

私は、申立期間は大学卒業直後で、アルバイトや習い事をしていた。当

時は経済的に実家に依存していたので、母が市役所で私の国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずであり、申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の国民年金への加入手続及び申立期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の

国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとする申立人の母親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明確である

など、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 48 年８月ごろ

の時点では、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができない

期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年７月から 58 年６月までの付加保険料を含む国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年７月から 58年６月まで 

私は、大学の講義で国民年金は二十歳から加入したほうが良いと聞き、

二十歳の誕生日前に母に加入手続及び国民年金保険料の納付を依頼した。

母は区役所の支所で国民年金の加入手続をしてくれ、その後は付加保険料

を含めて保険料を継続して納付してくれていたはずであり、申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手

続及び付加保険料を含む保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付して

いたとする母親は、申立期間当時の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、母親が申立人の二十歳の誕生日前に加入手続をし、その

後の保険料を納付したはずとしているが、申立人の国民年金手帳の記号番号

は、昭和 58 年７月に払い出されていることが確認でき、当該時点で申立人は

学生だったことから国民年金に任意加入しており、制度上任意加入の場合に

は当該手帳記号番号ではさかのぼって申立期間の保険料を納付することはで

きず、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらないなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 48 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 48年 12 月まで 

    私は、昭和 36 年に、サラリーマンの妻でも国民年金に加入できると知り、

国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険料を納付してきた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が納付書により保険料を納付した

とする方法は、申立人が居住していた区では、申立期間の当初には採用され

ておらず、また、申立人は、納付した保険料の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 50 年 12 月

時点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付できない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年１月から 46 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 46年 12 月まで 

私は、昭和 38 年に国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保険料

を区の集金人に納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が納付したとする保険料の月額は

申立期間の大部分の期間の保険料の月額と相違しており、申立期間の保険料

の納付に係る記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人の夫は、申立期間について納

付済みとなっているものの、申立期間の大部分は、第３回特例納付により保

険料を納付しており、申立期間当時は未納となっていたことが確認できるな

ど、申立期間の保険料を申立人が主張する方法で納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 12 月から 53 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月から 53年８月まで 

    私は、婚姻後、市役所から国民年金に関する通知が届いたため、国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を市の出張所や金融機関で納めてき

た。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の所持する国民年金手帳には「被

保険者となった日」欄に「昭和 53 年９月 12 日」と記載され、市の保管する

被保険者名簿にも「昭和 53 年９月 12 日新規取得」と記載されていることか

ら、申立人は当該年月日に国民年金に任意加入していることが確認でき、任

意加入の場合は、制度上、保険料をさかのぼって納付することができず、上

記被保険者名簿に 53 年８月以前の期間は「納付不要」と印字されているなど、

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、申立人が当時居住していた市を管轄する社会保険事務所の昭和 43 年

10 月から 52 年３月までの期間の国民年金手帳記号番号払出簿には、申立人

に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年８月まで 

    私は勤務先の医院長夫妻に勧められ、国民年金制度発足時から結婚する

まで国民年金に加入し国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続に関する記

憶が無い上、申立人は結婚するまで継続的に保険料を納付していたと説明し

ているが、申立人の最初の国民年金手帳の記号番号は結婚直前の月の昭和 38

年８月に払い出されていることが確認でき、また、申立人にはさかのぼって

保険料を納付した記憶が無いなど、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 38 年８月時点では、36

年６月以前は時効により保険料を納付することができない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4622 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年１月から 59 年３月までの期間及び平成元年６月から５

年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年１月から 59年３月まで 

              ② 平成元年６月から５年５月まで 

    私の元妻は、結婚してから離婚するまで、夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、昭和 50 年５月に結婚した

以後離婚するまで保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付し

ていたとする元妻から当時の納付状況等を聴取することが困難であるため、

納付場所、納付方法等の納付状況が不明確である上、夫婦二人分の保険料を

納付していたとする申立人の元妻の婚姻後から平成 10 年２月までの４回の保

険料未納期間を含む保険料納付記録は申立人のものと一致しており、申立期

間について妻の保険料も未納となっているなど、申立人の元妻が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間②については、当該期間直後の平成５年６月から９年３月

までの保険料は夫婦ともすべて過年度納付されていることが確認でき、５年

６月から７年３月までの保険料が一括納付された７年７月時点では、当該期

間の保険料は時効により納付することができない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4623 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 46年３月まで 

    私は、昭和 43年７月に父の転勤に伴って上京した後、どこからの連絡で

あったかは記憶していないが、国民年金保険料の納付勧奨の電話を受け、

44年ごろから保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の国民年金の加

入手続及び保険料の納付状況等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。また、

申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 46 年 10 月ごろは第１

回特例納付の実施期間であるものの、申立人はさかのぼって保険料を納付し

た記憶はないと説明しており、申立期間の保険料を特例納付及び過年度納付

したとは考えられず、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4624 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年３月から７年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

   住    所 ： 

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月から７年６月まで 

私は、平成６年３月に会社を退社し、国民健康保険に加入するため、市

の出張所に行った。その際、出張所職員から国民年金にも同時に加入しな

ければいけないと言われたため、国民年金に加入した。申立期間の国民年

金保険料を市の出張所で納付していたことを憶えている。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間当時の保険料額に関す

る記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人が所持する年金手帳には、平成９年１月の時

点で基礎年金番号とされた厚生年金保険の記号番号が記載され、国民年金手

帳の記号番号の記載はなく、また、申立人は申立期間当時に別の国民年金手

帳を所持していた記憶が無いと説明しているなど、申立人に手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間は、平成９年８月に資格得喪記録が訂正されたことにより

未加入期間から未納期間に整備されたものであり、申立期間直後の７年７月

から同年９月までの保険料は９年８月にさかのぼって納付されていることが

確認でき、当該納付時点では、申立期間は時効により保険料を納付すること

ができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4625 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年３月から 52年 12 月まで 

    私は、昭和 55年に特例納付の制度を知り、今までの夫婦二人分の全未納

期間の保険料を元妻が一括納付した。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の元妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、元妻が夫婦のそれまでの

未納期間の保険料をすべて特例納付したとするが、保険料を一緒に納付した

とする元妻にも未納期間が散見される。 

また、第３回特例納付により申立人は 128 か月分の保険料を、元妻は 77 か

月分の保険料をいずれも先に経過した月の分から納付していることが確認で

き、申立人及び元妻は、当該納付時点で特例納付をしなければ 60 歳まで保険

料を納付したとしても年金の受給資格期間を満たさないことから、受給資格

期間を満たすために必要な月数分の保険料をそれぞれ特例納付したものと考

えられるなど、元妻が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4631 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

    私は、国民年金の制度が始まってすぐの昭和 36 年か 37 年ごろ、国民年

金の勧誘員に勧められて、国民年金に加入した。保険料は、母に頼んで納

付してもらった。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、保険料の納付を行ったとする母親から聴取することが

できないため当時の納付状況等が不明確であるなど、申立人の母親が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

また、申立人は昭和 36 年か 37 年に国民年金に加入したと主張しているが、

申立人が所持する国民年金手帳記号番号は、41 年４月ごろに払い出されてい

ることが確認できる上、その時点において 39 年１月から 40 年３月までの期

間は、保険料の過年度納付が可能な期間ではあるが、申立人には、保険料を

まとめてさかのぼって納付した記憶は無いほか、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4632             

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年９月から 47 年９月までの期間、49 年１月から 50 年１

月までの期間及び 50 年２月から 53 年２月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 47年９月まで 

             ② 昭和 49年１月から 50年１月まで 

             ③ 昭和 50年２月から 53年２月まで 

    長女が生まれた昭和 42 年９月ごろ、私には内緒で夫が市役所で私の国民

年金の加入手続をして、47 年９月までは、国民年金保険料を夫が自分の小

遣いの中から納付してくれていた。47 年 10 月に、義母の勧めもあって私

自身で国民年金に加入し、それからは私が自分で保険料を納付した。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間①については、申

立人は、申立人の夫が加入手続をしたと主張しているが、申立人の所持する

国民年金手帳等から昭和 47 年 10 月 19 日に任意加入したことが確認でき、当

該期間は、制度上さかのぼって保険料を納付できない期間であるなど申立人

の夫が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。また、別の手帳が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

申立期間②については、申立人は、納付方法等についての記憶が曖昧
あいまい

であ

るなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

申立期間③については、50 年２月７日に資格喪失手続を行い、53 年３月

29 日に任意再加入手続を行っていることが申立人の所持する国民年金手帳等



                     

  

により確認でき、当該期間は、制度上さかのぼって納付できない期間である

など、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

  



                     

  

東京国民年金 事案 4640                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 11 月から７年２月までの期間、７年５月から同年９月ま

での期間、７年 11 月から９年３月までの期間及び９年７月から 11 年９月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年 11月から７年２月まで 

② 平成７年５月から同年９月まで 

③ 平成７年 11月から９年３月まで 

④ 平成９年７月から 11年９月まで 

    私は、平成４年か６年ごろに国民年金に加入したいと区役所に電話した

ところ、まもなく国民年金手帳と納付書が送付されてきた。国民年金保険

料は、送付されてきた納付書により、金融機関や区役所の出張所で納付し

ていた。保険料を納付したことを記載した帳簿を所持している。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付期間、納付金額及び納付場所

を記載した帳簿を所持しているが、当該帳簿に記載されている納付期間及び

納付金額は当時の当該納付期間の保険料額と異なっている上、オンライン記

録により確認することができる納付日及び納付期間を基に帳簿の記載内容を

確認しても納付期間及び納付金額が相違しているなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の手帳が交付された平成９年２月時点では、申立期間①の大

部分は時効により保険料を納付することができない期間であり、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは



                     

  

できない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4643 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年３月から 47 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年３月から 47年９月まで 

 私たち夫婦は、昭和45年の婚姻後一緒に区役所で国民年金への加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人夫婦は、昭和 45 年に国民

年金への加入手続を行ったとするときに国民年金手帳を受け取っておらず、

手帳を受け取った時期を憶えていないと説明している上、保険料の納付金額

の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 61 年８月時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4644 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年３月から 47 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年３月から 47年９月まで 

 私たち夫婦は、昭和45年の婚姻後一緒に区役所で国民年金への加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人夫婦は、昭和 45 年に国民

年金への加入手続を行ったとするときに国民年金手帳を受け取っておらず、

手帳を受け取った時期を憶えていないと説明している上、保険料の納付金額

の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された平成４年９月時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4645 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年４月から 43 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 43年２月まで 

    申立期間当初に居住していた町では、私の両親が、また、転居後の町で

は、私か妻が、私の申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親及び妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間のうち、転居前の昭

和 41 年４月から同年 11 月までの期間については、申立人は、国民年金の加

入手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとされる

両親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明確である上、当該期間同居していたとする申立人の兄も保険料が未納とな

っている。また、転居後の 41 年 12 月から 43 年２月までの期間については、

申立人及び申立人の妻は納付方法、納付場所、保険料額等の納付状況に関す

る記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人が所持する転居後の町で発行された国民年金

保険料領収証兼国民年金手帳保管証には、当該期間の保険料額は記載されて

いるものの、保険料を納付した際に押されることとされている領収印がない

など、申立人の両親及び申立人夫婦が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4646 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年８月から 39 年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年８月から 39年３月まで 

私は、区役所職員に勧められて国民年金に加入し、国民年金保険料を納

付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、また、国民年金の加入手続及び保険料を

納付していたとされる申立人から当時の納付状況等を聴取することができな

いため、当時の状況が不明確であり、一緒に保険料を納付していたとする申

立人の妻も、申立期間の保険料が未納となっているなど、申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4647 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 10 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 49年３月まで 

私の父は、私の国民年金の加入手続をし、私の母は、私の申立期間の国

民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料納付に関与しておらず、加入手続を行ったとされる父親から加入手続

の状況を聴取することができないため、当時の状況が不明確であり、また、

保険料を納付していたとする母親は、納付方法や納付金額の記憶が曖昧
あいまい

であ

るなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 49 年 10 月

時点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付できない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年 10 月から 39 年６月までの期間及び 40 年 10 月から 43

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月から 39年６月まで 

             ② 昭和 40年 10月から 43年９月まで 

私は、申立期間当初に国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険料を

納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当初の国民年金への

加入手続の状況及び申立期間の保険料の納付時期、納付方法、納付金額等の

納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された平成元年１月時点

では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4649 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から 50 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年３月から 50年６月まで 

    私は、昭和 48 年３月に会社を退職し、約３年経過したときに国民年金の

加入手続をした。このとき、区の職員から、申立期間の国民年金保険料を

さかのぼって納付するよう勧められ、数回に分けて納付した。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、加入手続をした時期や申立期間の保険料を納

付した時期、金額等の納付状況の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見あたらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 52 年６月時点

では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付できない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めることは

できない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4657 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 40年４月から 41年３月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、妻が昭和 41 年４月１日に市役所の支

所の窓口で一括して納付したはずであり、当時の国民年金手帳には手書き

で「納」と記載されているにもかかわらず、未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人と一緒に保険料を納付していた

とする妻は、保険料の納付金額、納付場所、納付時期等の記憶が曖昧
あいまい

であり、

申立期間の自身の保険料も未納となっている。また、申立人の所持する国民

年金手帳の申立期間の欄には手書きにより「納」と記載されているが、申立

人が居住していた市では「保険料の領収の手続は厳格に行っており、検認印

に代えて手書きで検認することはなく、類似の事例もない。」と説明してい

るなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4662 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年７月から 40 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月から 40年４月まで 

    私は、婚姻後実家に帰省した昭和 42 年４月ごろに、父と一緒に町役場へ

行き、申立期間の国民年金保険料を父に納付してもらった。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、保険料を納付した

とする町役場は、制度上、過年度保険料の収納を取り扱っていなかったと考

えられる上、申立人が納付したとする保険料の額は、当時の保険料額と相違

するなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 42 年４月

時点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付できない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4663 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年８月から 44 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月から 44年８月まで 

私の父は、厚生年金保険加入期間と重複して私の昭和 37 年 10 月から 42

年７月までの国民年金保険料を納付していた。私は、会社退職後区役所で、

重複して納付した保険料が申立期間の保険料に充当されるとの説明を受け

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が厚生年金保険加入期間と重複して申立人の昭和 37 年 10 月

から 42 年７月までの国民年金保険料を納付し、この保険料が申立期間の保

険料に充当されていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

申立人は 37 年 10 月から 42 年７月までの保険料の納付に関与しておらず、

当該期間の保険料を納付したとされる父親から当時の保険料の納付状況等を

聴取することができないため、当時の状況が不明確である。また、申立人は、

申立期間当時の国民年金手帳を所持していた記憶がないと説明しているなど、

申立期間当初の任意加入手続の記憶が曖昧
あいまい

である。さらに、申立人が所持し

ている申立期間後に発行された手帳には、申立期間直後の 44 年９月に任意

加入資格を取得したと記載されているなど、申立人の父親が申立人の申立期

間直前の期間の保険料を重複納付し、申立期間の保険料に充当されていたこ

とを示す周辺事情も見当たらない。加えて、別の国民年金手帳の記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4664 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私は、国民年金制度発足時に夫婦一緒に国民年金に加入をし、妻が夫婦

及び同居していた義妹の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、国民年金制度が発足したときに申立人

夫婦が一緒に国民年金に加入したことは確認できるものの、申立人の保険料

を納付していたとする申立人の妻は、申立期間の保険料が未納となっており、

申立人の妻が保険料を納付していたとする同居の義妹も、申立期間のうち義

妹が 20 歳になった昭和 36 年８月から申立期間後の 40 年３月までの保険料

が未納となっているなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月から平成３年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から平成３年７月まで 

    私は、国民年金に加入してから市に委託された集金人に国民年金保険料

を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。  

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付金額

等に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間当初の昭和 59 年６月に厚生年金保

険から国民年金への切替手続をしたことを憶えていないと説明している。ま

た、申立期間当時婚姻していた地方議員である夫は、申立期間のうち、制度

上国民年金の強制適用被保険者となった 61 年４月から平成３年７月まで未

加入となっているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

   



                     

  

東京国民年金 事案 4671 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から 63年３月まで 

私は、会社を辞めた昭和56年９月ごろに国民年金の加入手続を行い、そ

の後勤務していた会社が厚生年金保険に入れてくれた63年４月の前月まで

の国民年金保険料を過年度納付書により毎年年末に１年分ずつ納付してき

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、毎年年末に過年度納付書で前

年度分の保険料をまとめて納付したとしており、申立期間についても昭和63

年12月に納付したと説明しているが、申立人に発行された最後の過年度納付

書は、平成元年11月に作成されていることがオンライン記録により確認でき

ることから、それまで申立期間の保険料は未納であり、申立人が63年12月に

申立期間の保険料を納付していたとは考えられない上、元年11月時点では、

申立期間の前半の62年９月以前の保険料は時効により納付することはできず、

申立人には、後半６か月分の保険料納付をした記憶は無いことなど、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4672 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から 51 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 51年９月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、未納分の国民年金保険

料全額を 20 歳にさかのぼって納付してくれた。納付金額は 20 万円くらい

だったと思う。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び申

立期間の保険料の納付に関与しておらず、保険料を納めたとする母親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明確である。     

また、申立人が国民年金に加入した昭和 53 年 11 月は、第３回特例納付の

実施期間内であるが、納付したとする金額は、申立期間の保険料を特例納付

した場合の金額と大きく相違する上、申立人の国民年金手帳の記号番号と８

番違いで手帳記号番号が払い出されている妹も、申立人と同様 20 歳から 51

年９月までの期間の保険料が未納であるなど、母親が申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4673 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年８月から 40 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月から 40年９月まで 

    私は、厚生年金保険の手続をするために社会保険事務所に行った際、職

員から申立期間の国民年金保険料が未納であることを知らされ、その場で

申立期間の保険料を現金で納付した。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の国民年金保険料の

納付時期及び納付金額等の納付状況等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。また、申

立人が申立期間の保険料を納付したとする時期に、社会保険事務所において

国民年金保険料の収納業務は行われていなかったこと、申立期間である昭和

39 年８月の国民年金の被保険者資格取得及び 40 年９月の資格喪失の記録は

平成４年に追加されたものであり、当該記録追加以前に申立期間の保険料未

納は把握されていなかったことなど、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 48 年２月時

点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から同年 12 月まで                                                   

    私は、申立期間当時、金融機関の口座振替により国民年金保険料を納付

していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は金融機関で夫名義の口座から口

座振替により申立期間の保険料を納付していたと説明しているが、取引金融

機関の取引記録から、申立期間の保険料が残高不足で口座振替されていない

ことが確認できる上、申立人は納付書により納付した記憶も無いと説明して

いることなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4675 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年８月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 51年３月まで 

    私は、昭和 53 年ごろに役所で「今なら昔の分もさかのぼって国民年金保

険料を納付できます。これが最後の機会だから、是非、国民年金に加入し、

特例納付した方が良い」と、勧められ国民年金に加入し、特例納付した。

その際に、「これで未納はないから」と言われた記憶があるので、申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、第３回特例納付で納付した保

険料額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人の国民年金手帳の記号番号

は、昭和 53 年７月に払い出されており、申立人はこの時期に実施されていた

第３回特例納付により 104 か月分の保険料を納付していることが確認できる

が、申立人は、厚生年金保険の加入記録が統合される前の当該納付時点にお

いて、特例納付をしなければ 60 歳到達時まで保険料を納付したとしても年金

の受給資格期間を満たさないことから、受給資格期間を満たすために必要と

なる月数分の保険料を特例納付したと考えられることなど、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月から 54年３月まで 

    私が 20 歳になった時に、母が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号は

昭和 54 年７月に払い出されており、当該払出時点では、申立期間の保険料

の納付は、当時実施されていた第３回特例納付及び過年度納付を行う必要が

あるが、申立人の母親は、申立人の申立期間の保険料をさかのぼって納付し

たことは無いと説明しているなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は上記手帳以外の手帳を所持していた記憶が無いと説明して

いるなど、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                     

  

東京国民年金 事案 4678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年 10 月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生   

住    所 ：         

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月から 40年３月まで 

私の母親が、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付

してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は、国民年金の加入手続

及び保険料の納付に関与しておらず、加入手続を行い保険料を納付していた

とされる母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の

状況が不明確であり、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。     

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。    



                     

  

東京国民年金 事案 4683    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年９月から 44年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。また、57年７月から 59年９月

までの期間及び 63年４月から平成元年３月までの期間の保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年９月から 44年４月まで 

② 昭和 57年７月から 59年９月まで 

③ 昭和 63年４月から平成元年３月まで 

    私は、申立期間①は、退職するときに会社で国民年金の加入手続をする

ように言われたので、区役所で加入手続をして国民年金保険料を納付した。

申立期間②は、自営業を始め、売上げが悪くなり生活が大変だったので、

市役所へ行って免除申請手続をした。申立期間③は、前後の期間が免除期

間となっており、同じように免除申請手続をした。申立期間が未加入又は

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は保険料額

及び納付方法等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が当該期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。ま

た、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 62 年 12 月時点で

は、当該期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

申立期間②及び③については、申立人が当該期間の国民年金保険料を免除

されていたことを示す関連資料が無く、申立人は免除申請をしたとする時期

及び申請回数に関する記憶が曖昧
あいまい

である。また、上記のとおり申立人の手帳

記号番号が払い出されたのは、昭和 62 年 12 月であり、当該時点では申立期

 



                     

  

間②についてはさかのぼって免除申請を行うことができない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断 

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。また、申立期間②及び③の国民年金保険料を免除されてい

たものと認めることはできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4684                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年５月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 45年３月まで 

    私は、父から私の国民年金保険料を 20 歳の時から納めてくれていると聞

いていた。また、私は 20 歳から家業の飲食店の確定申告書の記載を任され

ていたが、控除対象として、私と両親の国民年金保険料額を記載していた

ことを憶えている。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の国民年金

の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、加入手続及び保険料を納付

したとする父親から聴取することができないため、当時の状況が不明確であ

るなど、父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 45 年３月時点

では、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができない期間で

あり、申立人が当時居住していた市が保管している被保険者名簿により、保

険料の納付開始は昭和 45 年４月８日からであることが確認でき、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



                     

  

東京国民年金 事案 4685 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から 51年３月まで              

    私は、結婚した昭和 51年１月の数か月後に、元夫から国民年金に加入す

るよう言われて、加入手続をし、その時、20歳までさかのぼって国民年金

保険料を一括納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が申立期間の保険料を納付したと

する昭和 51 年及び申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された 52 年２

月は、いずれも特例納付の実施時期ではない上、申立人は、さかのぼって納

付したとする保険料額の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料

を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 52 年２月時

点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期

間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

東京厚生年金 事案 2324                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月 10日から 38年３月 21日まで 

             ② 昭和 40年９月１日から 41年５月 16日まで 

             ③ 昭和 41年 11月１日から 42年３月 25日まで 

平成 20 年８月ごろ、社会保険事務所から送付されてきた年金記録を確認

したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金が支給されたとする時期は、出産のために帰省してい

たので、脱退手当金の請求手続を行うこともできず、受け取った記憶も無い

ので、年金として受けられるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間の事業所を退職後の昭和

42年８月 30日に氏名変更が行われていることが確認でき、申立期間の脱退手

当金は同年９月 12 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の

請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されてい

ることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る最終事業所における厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和42年９月12日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2325            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月１日から 43 年５月１日まで 

平成 19 年８月３日付けで社会保険事務所から、申立期間について、脱退

手当金の支給記録があるとの回答を受けた。 

しかし、会社から脱退手当金の説明を受けたことはなく、請求手続を行っ

たことや、受給した記憶も無いので、脱退手当金の支給記録を取り消してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金が支給されていること

を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約３か月後の昭和 43 年８月９日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2327                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金被保険者として厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年ごろから 45年ごろまで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社には夫

と共に勤務していたのは確かなので、厚生年金保険被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚の供述により、勤務期間は特定できないものの、申立人が

同社に勤務していたことは推認できるが、同社は昭和 49年２月 28日に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっており、同社の事業主も既に死亡してい

ることから、申立期間における申立人の勤務実態や当時の同社の厚生年金保険

の取扱い等について確認することができない。 

また、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立人の夫は申立期間当時、厚生年金保険被保険者になっているところ、申立

人の夫の氏名欄には「扶養者」の印があることが確認できる上、申立人の夫は、

申立人を自分の健康保険の被扶養者にしており、昭和 44 年の出産時も扶養し

ていたと供述している。 

さらに、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について複数の従業員

について照会したところ、回答のあった従業員は、申立人夫婦のほかにも、夫

婦で働いていた者がいたが、そのどちらの夫婦も、夫は厚生年金保険に加入し

ていたが、妻は厚生年金保険に入っていなかったとしており、事実、社会保険

庁の記録でもどちらの妻も厚生年金保険に加入記録は確認できない。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の事業主による控除については、

申立人には具体的な記憶がなく、また、これを確認できる関連資料及び周辺事



 

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金被保険者として、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2328                  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等    

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 34年４月１日から同年５月 25日まで 

             ② 昭和 45年 11月１日から同年 12月１日まで 

             ③ 昭和 46年８月 21日から同年 11月 21日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうちの申立期間①、Ｂ社に勤務していた期間のうちの申立期

間②及びＣ社に勤務していた期間のうちの申立期間③の加入記録が無い旨

の回答をもらった。 

Ａ社には昭和 34 年４月１日から同年９月 30 日まで、Ｂ社には 45 年 11

月１日から 46 年３月 31 日まで、Ｃ社には 46 年８月 21 日から 56 年４月１

日まで、それぞれ継続して勤務していたので、すべての申立期間について、

厚生年金保険の被保険者加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社に当該期間も勤務していたと申し

立てている。 

しかし、Ａ社から提出された入社・退社名簿及び昭和 34 年分給与所得退

職所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人の入社年月日は、昭和 34

年５月 25 日であることが確認される上、同所得税源泉徴収簿によれば、申

立人の給与からの社会保険料の控除額は、同年６月分の給与から控除されて

いることが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社における上司及び同僚それぞれ一人の名前を記憶

しており、そのうち所在が判明した一人に、申立人の勤務の状況や厚生年金

保険の加入状況などを照会したところ、申立人が、同社に勤務していたこと

を記憶しているものの、申立期間①に勤務していたか否かは記憶に無いと供



 

述している。 

そこで、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から、申立期間①当時に厚生年金保険に加入していることが確認でき、かつ、

所在が判明した一人の従業員に、申立人の勤務の状況や厚生年金保険の加入

状況などを照会したところ、申立人のことを記憶していないと供述している。 

２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録から申立人は、Ｂ社に申立期

間も勤務していたと推認される。 

  しかし、Ｂ社は、社会保険事務所の記録では昭和 45年 12月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間は、適用事業所となっていない。 

そして、Ｂ社は昭和 50 年１月１日に適用事業所に該当しなくなっている

上、同社の事業主は消息が不明となっており、申立期間②における申立人の

勤務の実態や当時の同社の厚生年金保険の取扱い等について確認すること

ができない。 

また、申立人が記憶しているとして名前を挙げた同僚に、申立人の勤務期

間及び厚生年金保険の取扱状況について照会したところ、申立人が昭和 45

年 10月頃から 46年３月まで勤務していたことは記憶にあるが、厚生年金保

険料の控除については覚えていないと供述している。 

さらに、Ｂ社の社会保険責任者及び社会保険担当者も昭和 45年 12月１日

に同社の適用事業所の開設の届出を行ったと供述しており、かつ、明確では

ないが、厚生年金保険の新規適用前に従業員の給与から、厚生年金保険料を

控除することは無かったと思うとしている。 

  ３ 申立期間③については、申立人は、Ｃ社に当該期間も勤務していたと申し

立てているが、雇用保険の加入記録及び同社が保管する健康保険厚生年金保

険雇用保険被保険者名簿により、申立人の厚生年金保険資格取得年月日は昭

和 46 年 11月 21 日と確認される上、同名簿による雇用保険の加入記録にお

いても、申立人は、同年 11月 21日に資格取得しており、社会保険事務所及

び公共職業安定所の記録と一致している。 

また、申立人は、Ｃ社における上司及び同僚の名前を記憶していることか

ら、当該上司及び同僚に申立人の勤務の状況や厚生年金保険の加入状況など

を照会したところ、上記の上司及び同僚はともに、申立人が同社に勤務して

いたことを記憶しているものの、申立期間③に勤務していたか否かは記憶に

無く、同社における当時の厚生年金保険の取扱いについては分からないと供

述している。  

４ このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年２月１日から同年５月 15日まで 

    厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所に照会したところ、Ａ事務所に

勤務した申立期間の標準報酬月額が 12万 6,000円と不当に低くなっていた。

当該事務所では、手取りで 18万円の給与を得ていたので、標準報酬月額の

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事務所に勤務していた申立期間の標準報酬月額が不当に低すぎ

ると申立てているが、同事務所は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の

控除額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、申立人の申立期

間の報酬月額及び保険料控除額について確認はできないとしている。 

また、申立人が、自分と同額の給与を得ていたと供述しているＡ事務所にお

ける同僚は、当時の給与は申立人と同額ではなく 16 万円であったと供述して

いるが、これを確認できる資料は無く、社会保険庁の記録では、標準報酬月額

は、申立人より低い 11万 8,000円であることが確認できる。 

さらに、社会保険庁のＡ事務所に係るオンライン記録では、申立人が退職し

た後に勤務している年齢の近い従業員の資格取得時の標準報酬月額は、11 万

8,000 円となっているなど、申立人の標準報酬月額が不自然であるとは言えな

い。 

加えて、社会保険庁のオンライン記録では、申立人の標準報酬月額に係る訂

正が行われた形跡も無い。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業

主から控除された事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 



 

これらの周辺事情及び関連資料を総合的に判断すると、申立期間について申

立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2330               

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から 34年３月１日まで 

平成 20 年６月ごろ、社会保険事務所で厚生年金保険の加入期間について

照会したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録がある旨の回答を

受けた。 

しかし、脱退手当金の請求手続は行っていないので、脱退手当金の支給記

録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者番号払出簿には、申立期間の事業所を退職後

の昭和 36年２月 27日に氏名変更が行われていることが確認でき、申立期間の

脱退手当金は同年８月 15 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手

当金の請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されてい

ることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 22日から同年８月１日まで 

ねんきん特別便の年金記録のお知らせにより、Ａ社における厚生年金保険

の資格取得日が、平成 17年８月１日であることが分かった。同社には、同

年７月 22日に入社したので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社保管の新人採用報告書により、申立人が、平成

17年７月 22日から同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立人は、Ａ社から提出のあった賃金台帳において、申立期

間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていないことが確認できる。 

なお、Ａ社の担当者によると、各月の途中で入社した従業員については、翌

月の１日付けで厚生年金保険の加入手続きを行い、当該加入月から厚生年金保

険料を控除していたとしており、また、同社から提出のあった申立人に係る厚

生年金保険被保険者資格取得届では、申立人の厚生年金保険の資格取得日を平

成 17年８月１日として届出を行ったことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月１日から 54年 12月 21日まで 

社会保険事務所の記録では申立期間の厚生年金保険の記録が無い。申立期

間はＡ社及びＢ社に勤務していたはずである。当時の写真があること及び電

話帳に勤務先として電話番号が記載されていることから、両社に勤務してい

たことは間違いないので、調査をお願いしたい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社については、申立人の子から提出のあった写真により、具体的な期間

は特定できないものの、申立人が、同社に勤務していたことは推認すること

ができる。 

しかし、社会保険事務所の記録には、同社の名称では厚生年金保険の適用

事業所は確認できなかった。 

また、申立人の子は、同社がＣ区にあったとしていること及び上記電話帳

に記載されている電話番号がＤ区のものであったことから、Ａ社の社名で両

区に存在する商業登記簿を確認したところ、当該登記簿から確認できる事業

所は、いずれも解散又は閉鎖されており、また、当該登記簿における事業主

に照会したものの、連絡が取れず、申立人に関する供述を得ることはできな

かった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

２ Ｂ社については、同社からの回答により、申立人が同社に勤務していた期

間は、平成４年６月 22日から６年８月 20日までであることが確認できる。 

また、平成４年６月当時、申立人は既に 65 歳を超えており、かつ、年金

受給資格を満たしていたため、厚生年金保険の被保険者となるものではなか



 

った。 

さらに、社会保険事務所のＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿により、

申立期間当時に、同社に勤務していた複数の従業員に照会したが、申立人の

ことを記憶する者はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金  事案 2334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月から 53年６月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に勤務してい

たことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てているが、社会保険事務所の記録では、同社は申立期間において厚生年金保

険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、公共職業安定所の記録においても、雇用保険の適用事業所と

しての記録が無いことが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社の事業主及び同僚の氏名を記憶していたが、その連

絡先は不明であり、これらの者から、同社における申立人の勤務の実態や厚生

年金保険の加入状況についての供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2335      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①昭和 20年 12月１日から 22年 11月１日まで 

             ②昭和 25年１月２日から 28年２月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ事業所Ｂ

工場又はＡ事業所本社に勤務した申立期間①、Ｃ事業所又はＤ社に勤務した

申立期間②について、すべて加入記録が無い旨の回答をもらった。いずれも

勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、Ａ事業所Ｂ工場又はＡ事業所本社に勤務

していたと申し立てている。  

そこで、申立人のＡ事業所Ｂ工場における勤務状況等について調査したと

ころ、同工場は既に解散しており、申立期間当時の従業員に係る資料は無い

こと及び当時の事業主は既に死亡していること等から、申立人に係る勤務の

状況や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、社会保険事務所の記録から、Ａ事業所Ｂ工場が厚生年金保険の適用

事業所となったのは昭和 22年 11月１日であることが確認できる。 

さらに、申立人は、当時のＡ事業所Ｂ工場における上司や同僚等の氏名を

記憶しておらず、社会保険事務所の同工場における厚生年金被保険者名簿に

より、同工場が厚生年金保険の適用事業所となった同日に、厚生年金保険の

被保険者の資格を取得した者が申立人のほかに９名おり、そのうち連絡が取

れた１名に照会したところ、申立人のことを記憶していないとしており、こ

れらの者から申立人の勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 



 

一方、申立人のＡ事業所本社における勤務状況等について調査したところ、

同本社は既に解散しており、申立期間当時の従業員に係る記録は無いこと、

及び事業主は既に死亡していること等から、申立人に係る勤務の状況や厚生

年金保険料の控除については確認することができない。 

また、社会保険事務所の記録から、Ａ事業所本社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは昭和 22年８月１日であることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所のＡ事業所本社における厚生年金被保険者名簿か

ら、同本社が厚生年金保険の適用事業所となった同日に、厚生年金保険の被

保険者の資格を取得した者が 11名確認できるものの、そのうち 10名は所在

が不明で連絡が取れず、所在が判明した 1名は既に死亡しており、これらの

者から、申立人に係る勤務の状況や厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

加えて、申立期間①のうち、昭和 22年８月１日から同年 11月１日までの

期間については、社会保険事務所のＡ事業所本社に係る厚生年金被保険者名

簿において、整理番号に欠番は無く、記録訂正等の形跡も無いことから、社

会保険事務所の事務処理に不自然さは見られない。 

２ 申立人は、申立期間②について、Ｃ事業所又はＤ社に勤務していたと申し

立てている。 

そこで、申立人のＣ事業所における勤務状況等について調査したところ、

同事業所が法人格を取得してＤ社となったのが、昭和 27 年 12月 23 日であ

り、それまではＣ事業所は個人事業所であり、申立人自身が同事業所の事業

主であったと供述していることから、申立人は同事業所においては厚生年金

保険の被保険者となることができない。 

一方、申立人のＤ社における勤務状況等について調査したところ、社会保

険事務所の記録から、同社が厚生年金保険の適用事業所になったのが、昭和

28年２月１日であることが確認できる。 

また、申立人は、Ｄ社設立時の昭和 27 年 12月 23 日から同社が厚生年金

保険の適用事業所になった前日の28年１月31日まで同社において事業主で

あったことから、同社が当該期間厚生年金保険の適用事業所となっていない

にもかかわらず、自らの給与から厚生年金保険料を控除していたとは考え難

い。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主によ

る給与からの控除については、申立人は控除されていたはずであるとするが、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①および②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

東京厚生年金 事案 2336            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年５月５日から 48年４月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間に

ついて、父親が経営していたＡ事業所に勤務し、上部団体であるＢ協同組合

（現在は、Ｃ社。）を通じて厚生年金保険料を控除されていたにもかかわら

ず、当該組合に係る厚生年金保険の加入記録が無いという回答をもらった。

納得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ事業所に勤務し、その上部団体であるＢ協同

組合を通じて厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ協同組合は、申立期間当時における従業員等に関する資料を保管

していないことなどから、申立人の厚生年金保険の加入状況や保険料の控除等

を確認することはできないものの、社会保険事務所に従業員等の資格喪失届を

提出し、健康保険証を返納した後に当該従業員等の給与から厚生年金保険料を

控除することは有り得ないと回答している。 

また、申立人は、Ｂ協同組合における同僚等の氏名を記憶しておらず、これ

らの者から申立人の厚生年金保険の加入状況や保険料の控除等について確認

することができない。 

さらに、Ｂ協同組合が加入するＤ健康保険組合から提出された被保険者名簿

の申立人に係る記録には、「資格喪失年月日」欄に「47年５月５日」、また、「備

考」欄に「保険証返納 47.５.26」とそれぞれ記載されていることが確認でき

る。 

その上、申立人のＢ協同組合における健康保険の記録は、上記のとおり、昭



 

和 47 年５月５日に被保険者資格を喪失しており、社会保険事務所における申

立人の厚生年金保険の被保険者記録とも一致している。 

加えて、社会保険事務所のＢ協同組合に係る厚生年金被保険者名簿において、

申立期間の整理番号に欠番は無く、記録訂正等の形跡も無いことから、社会保

険事務所の事務処理に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いて確認できる関連資料や周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 25年９月７日から 32年５月 30日まで 

55 歳の時、年金を請求するため、厚生年金保険の加入記録を確認しても

らったところ、申立期間について脱退手当金の支給記録があることが分かっ

た。Ａ社を退職し遠方に転居する際、同社が保管していた年金手帳の受取方

法を尋ねられ、郵送してほしいと回答したところ、社会保険事務所から脱退

手当金を受け取りに来るよう通知があったが、年金のことは何も分からなか

ったため、受け取らなかった。 

このため、申立期間に係る脱退手当金を受給しているはずはなく、厚生年

金保険の加入記録を回復してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金の支給対象となる事業所（Ａ社）に係る厚生年金保険被保険者名

簿の申立人が記載されているページとその前後計８ページに記載されている

女性従業員のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 32 年５

月 30 日）の前後１年以内に資格喪失した記録があり、脱退手当金の受給要件

を満たす者 26名について、脱退手当金の支給記録を確認したところ、19名に

ついて脱退手当金の支給記録があり、いずれも５か月以内に脱退手当金の支給

決定がなされていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の支給記録が記

載されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和

32年７月 29日に脱退手当金の支給決定がなされているなど、脱退手当金の支

給等に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 



 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前

であり、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申

立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に

係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2348 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 41年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年７月 21日から 28 年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ事務所に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立

期間は勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 (注) 申立ては、死亡した申立人の息子が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に、Ａ事務所を通して各種駐留軍施設に勤務していた旨

申し立てている。 

しかし、当時、駐留軍施設に勤務する日本人従業員の労務管理を行っていた

Ａ事務所の業務を引き継いだＢ局では、申立人に係る人事記録等の資料を保存

していないため、申立人の申立期間当時の勤務の実態や厚生年金保険料の給与

からの控除について確認することができないとしている。 

また、申立人が勤務したと主張する各種駐留軍施設について、社会保険事務

所のこれらの施設に係る被保険者名簿を確認したが、いずれの被保険者名簿に

も申立人の記録は無かった。 

さらに、社会保険庁が保管する申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧

台帳）を確認したところ、同台帳では、申立人のＡ事務所における厚生年金保

険の被保険者資格取得日が昭和 26 年５月 17 日、資格喪失日が 27 年７月 21

日となっていることが確認できる。 

なお、社会保険事務所の記録から、申立期間後に厚生年金保険の加入記録が

確認できるＣ大学から提出のあった人事台帳により、申立人は、申立期間のう



 

ち、昭和 28 年３月５日以降は同大学に採用され、勤務していることが確認で

きる。 

加えて、申立人は既に死亡しているため、申立期間当時の上司や同僚の氏名、

連絡先等を確認できず、これらの者から申立人の申立期間当時の勤務の実態や

厚生年金保険料の給与からの控除等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実、これまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2349 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年ごろから 31年７月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社Ｂ店に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社

には昭和 27年に入社し、32年まで約５年間勤務したが、加入記録が９か月

しかないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶していた同僚の供述から判断すると、申立人が申立期間のうち、

少なくとも昭和29年ごろから31年７月１日までの期間においてＡ社に勤務し

ていたことは推認することができる。 

しかし、Ａ社本店では、申立期間当時の従業員に係る資料を保存していない

ため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除等について確

認することができないとしている。 

一方、申立人及び申立人が記憶していたＡ社Ｂ店の同僚は、申立期間当時の

同社同店の従業員数について、申立人を含め８人程度であった旨供述している。 

そこで、申立人が記憶していたＡ社Ｂ店の店長及び同僚６人について、社会

保険事務所の同社に係る被保険者名簿における厚生年金保険の被保険者資格

取得時期を確認したところ、同店長は同社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た昭和 28 年４月１日に資格を取得しており、また、厚生年金保険の加入記録

が無い２人を除く４人の同僚の資格取得日は、31 年６月１日（１人）及び申

立人と同日の同年７月１日（３人）であることが確認できる。 

また、これら４人の同僚のうち２人は、いずれもＡ社における厚生年金保険

の被保険者資格取得日よりも２年から３年程度前に同社に入社している旨、当



 

該同僚本人及び申立人が供述している（なお、残り２人については連絡先等が

不明であるため入社時期を確認できない。）。 

なお、上記同僚のうち１人は、Ａ社への入社から厚生年金保険に加入するま

での期間に厚生年金保険料の給与からの控除は無かったと記憶している旨供

述している。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社では、申立期間当時、採用した従業員に

ついて、入社してから相当期間経過後、厚生年金保険に加入させていたものと

考えられる。 

さらに、社会保険事務所の記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、昭和 28年４月１日であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実、これまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年９月から 40年８月１日まで 

    申立期間にＡ社に勤務していたが、この間の厚生年金保険加入記録が無い

ので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の申立期間当時の同僚は、申立人が当時同社に勤務していたことをうか

がわせる供述を行っている。 

   しかしながら、Ａ社から提出された業務員台帳の前歴欄（申立人の履歴書を

転記）には、申立人が昭和 41年５月から 42 年５月まで在籍していた旨が記録

されており、申立人が申立期間当時勤務していたことを確認することができな

い。 

また、申立人のＡ社への入社を誘ったとされる同僚は、入社後１年７か月経

過後に厚生年金保険に加入しており、他の複数の同僚等の厚生年金保険加入状

況を確認したところ、入社日と厚生年金保険加入日に２か月から２年６か月の

差異があることから、Ａ社では、必ずしも全従業員を入社と同時に厚生年金保

険に加入させる取扱いを行っていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人は申立期間中に、交通事故を起こしてＢ病院で治療している

としているところ、病院の診療履歴は保存期間の経過に伴い廃棄処分されてお

り、健康保険証の使用に関して確認することができない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2355 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から同年 11月 11日まで 

    申立期間に、Ａ社Ｂ支部に営業職員として勤務していたが、同期間の厚生

年金保険の加入記録が無い。健康保険証をもらい、病院に通ったことも覚え

ているので、同期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ａ社Ｂ支部に勤務し、同期間について厚生年

金保険の被保険者であることを申し立てている。 

   しかしながら、Ａ社では、厚生年金保険の加入を本社で一括して行っている

ところ、社会保険事務所が保管する同社の厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に係る記録を確認したが、申立人の名前は見当たらない。 

   また、Ａ社では、申立人について、厚生年金保険の加入記録を調査したが、

申立人の名前は同社の記録には見当たらず、在籍についても資料が無く確認す

ることができなかったとしており、さらに、同社では申立期間当時、営業職員

の場合は、入社してから３、４か月の研修期間があり、その間は社会保険に加

入させず、その後も成績によっては加入させないまま、退職した者もいたと供

述している。 

   加えて、Ｃ健康保険組合の健康保険の加入記録については、同組合の被保険

者情報の保存期間が経過しているため、確認ができない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月 29日から同年 11月１日まで 

    昭和 60 年５月からＡ社に勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。しかし、同期間も給与から厚生年金保険料は控除されていた記憶

があるので、同期間について被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、申立人がＡ社に勤務していたこ

とは認められる。 

   しかしながら、社会保険庁の記録では、Ａ社は昭和 60年 11月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所となっていない。

また、同社の代表取締役（申立期間当時の取締役Ｂ局長）も、同社は、同年

11月１日付けで厚生年金保険の適用事業所となったとしている。 

さらに、同社の申立期間当時の経理係長は、厚生年金保険料を控除したのは

昭和 60年 11月からであり、申立期間については保険料を控除していないと供

述している。 

加えて、Ａ社で申立人と同時期に入社し、被保険者資格を取得している従業

員１名については、申立期間に国民年金保険料を納付していることが社会保険

庁の記録により確認できる。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2357 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月 21日から 37年６月１日まで 

    臨時雇としてＡ局に入局していた申立期間について厚生年金保険加入記

録が無い。厚生年金保険料は控除されていた記憶があるので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ局の勤務記録カードにより、申立人が昭和36年６月21日に同社に入局し、

平成 16年４月１日まで継続して勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、申立人は、申立期間当時に、局に「グリーンかオレンジの色

の自分の年金手帳があった。」と供述しているが、当時、厚生年金保険におい

て年金手帳は発行されていない。 

また、申立人は「証紙のようなものを年金手帳に添付していた記憶がある。」

と供述しているが、印紙をもってする歳入金納付に関する法律（昭和 23 年７

月 12 日法律第 142 号）によると、当時、健康保険印紙はあるが、厚生年金保

険料の納入において証紙や印紙を使用することとはなっていない。 

さらに、Ａ局は、昭和 34年 11月１日に厚生年金保険の適用事業所となって

いるが、社会保険事務所が保管する同局の被保険者名簿によると、同日に６名

の資格取得が行われた後、同年 12 月 1 日に全員取得取消(日雇加入)との記載

があり、同名簿においてこれ以降は従業員の資格取得は行われておらず、結果

的に、同局においては、従業員の厚生年金保険加入の取扱いは行われなかった

ことが確認できる。これについて同局の現在の人事責任者は、申立期間当時は、

臨時雇の者の厚生年金保険加入の取扱いについては局長の判断に委ねられて

いたと供述している。なお、申立人は同僚の名前を記憶しておらず、同局の被

保険者名簿に被保険者はいないところから、同僚照会はできなかった。 



 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2359 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年９月１日から 43月５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社には、昭和 42年９

月から 43月４月まで継続して勤務していたので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間についてＡ社に勤務していたと申し立てているところ、雇用

保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人が、申立期間について同社に勤務して

いたことが認められる。 

しかしながら、申立人が氏名を記憶しており、かつ、申立人と同様の仕事をして

いたとする複数の同僚についても、社会保険事務所の記録から、厚生年金保険の被

保険者資格記録は確認できない。また、同社で加入している者の供述及び記録によ

ると、入社してから１年以上経過した後に厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いることが確認できることから、当時同社では、入社後すぐには厚生年金保険の資

格取得手続を行っていなかったことがうかがえる。 

また、社会保険事務所のＡ社に係る事業所別被保険者名簿に申立人の氏名は無く、

健康保険整理番号に欠番や訂正箇所は見られず、社会保険事務所の事務処理に不自

然さは見当たらない。 

このほか、申立人について申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2360 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 16日から 50 年１月 16日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ事務所には、昭和 45

年 11 月から 50 年１月まで継続して勤務しており、当時の源泉徴収票を提

出するので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間についてＡ事務所に勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録から、Ａ事務所が厚生年金保険の適用事業所

であった事実は確認できない上、事業主自身は、申立期間当時、別の事業所に

おいて厚生年金保険の被保険者となっていることが確認できる。 

また、申立人から提出のあった給与所得の源泉徴収票には、事業主の押印が

無く、申立人は、自らが作成したものと供述していることに加え、記載された

社会保険料控除額は、当時の給与支給額に見合った厚生年金保険料の額とは大

きく異なっている。 

さらに、申立人及び申立人の後任者は、給与明細書は交付されなかった旨の

供述をしている上、事業主は既に死亡しており、申立人の勤務及び厚生年金保

険料の控除等の実態について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録も確認できない上、

申立人について申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



 

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2361 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年８月 21日から 36 年５月 31日まで 

平成 20 年５月に、社会保険事務所で厚生年金保険の加入記録を照会した

ところ、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこととなっている旨の説明

を受けた。 

しかし、私は、脱退手当金をもらった記憶は無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者名簿に記載されてい

る女性のうち、申立人の厚生年金保険資格喪失日である昭和 36 年５月の前後

２年以内に資格喪失した者 20 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、

17 名に脱退手当金の支給記録が確認でき、全員が資格喪失日の６か月以内に

脱退手当金の支給決定がなされている上、当該支給決定の記録がある者の一人

は、事業所が請求手続をした旨の供述をしていることや、当時は通算年金制度

創設前であったことを踏まえると、申立人についても、事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和 36 年９月７日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から 37年４月 21日まで 

② 昭和 38年５月 20日から同年６月 20日まで 

③ 昭和 38年６月 21日から 40年７月 21日まで 

ねんきん特別便を見て、申立期間について脱退手当金の支給記録があるこ

とを初めて知った。 

しかし、私は脱退手当金をもらっていないので、脱退手当金の支給記録を

取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について脱退手当金を受給していないと申し立てている

ところ、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る最終事業所における厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約３か月半後の昭和40年11月５日に支給決定され

ており、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月 31日から同年８月１日まで                        

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

Ｂ事業所に昭和 41 年４月１日から 43 年７月 31 日まで勤務していたが、申

立期間の記録が無いとの回答をもらった。間違いなく同社には同年７月末日

まで勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ事業所に昭和 43年７月 31 日まで勤務していたと申し立て

ているが、同社が保管している人事記録及び雇用保険の加入記録から、申立人

が同社同事業所を退職した日は同年７月 30 日であることが確認できるほか、

同社が保管している厚生年金保険被保険者台帳及びＣ厚生年金基金の申立人

に係る厚生年金基金加入員証により、申立人の同社同事業所における厚生年金

保険被保険者の資格喪失日は同年７月 31日であることが確認できる。 

一方、厚生年金保険法では、第 19条において、「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失

した月の前月までこれを参入する」とされており、また、同法第 14 条におい

ては、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされて

いることから、申立人の資格喪失日は、昭和 43年７月 31日であり、申立人の

主張する同年７月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に



 

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年  事案 2365 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住        所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年７月ごろから 36年５月ごろまで 

② 昭和 37年４月１日から同年 11月 25日まで                    

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回答をもら

った。申立期間①はＡ社（Ａ社は、申立人の伯父である元事業主の自宅及び

当該事業主が経営する事業所と同一所在地。）に、申立期間②はＢ署にアル

バイトとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社の申立期間当時の事業主の自宅に住

み込み同社に勤務していたと申し立てているが、同社は、社会保険事務所の

記録から、平成８年７月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ほか、当時の事業主は死亡していること、及び同社の所在地を管理する法務

局には同社の商業登記の記録も無く申立期間当時の役員等の連絡先が不明

であること等から供述が得られず、同社及び事業主等から申立人の申立期間

当時の勤務の実態や厚生年金保険の加入状況等について確認することがで

きない。 

また、申立人は、Ａ社において一緒に勤務していた３名の同僚を記憶して

いるところ、連絡の取れた２名の同僚のうち１名は、「申立人は当時の事業

主が経営する他の事業所でアルバイトとして勤務していたので同社の従業

員ではない。」としているほか、「申立人の同社における厚生年金保険の適用

状況等については分からない。」としている。残り１名は、「申立人は、同社

の従業員ではなく、伯父が経営する事業所で仕事を手伝っていたため同社及



 

び同事業所の厚生年金保険には加入していない。」としているほか、「厚生年

金保険に加入していない期間については、厚生年金保険料を控除していなか

ったのではないか。」としている。 

さらに、Ａ社に係る社会保険事務所の事業所別被保険者名簿により申立期

間当時厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員のうち、

連絡の取れた１名の従業員は、申立人のことを記憶していないとしている。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間にＢ署に勤務していたと申し立

てているが、同署の回答では、申立期間当時の従業員に関する資料等を保有

していないことなどから、申立人の勤務の実態や厚生年金保険料の控除等に

ついては確認することができないとしている。 

また、申立人がＢ署において一緒に勤務していたと記憶している１名の

上司は、連絡先が不明であることから供述が得られず、当該上司から申立

人の申立期間当時の勤務の実態や厚生年金保険の加入状況等について確認

することができない。 

さらに、Ｂ署に係る社会保険事務所の事業所別被保険者名簿により申立期

間当時厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員のうち、

連絡の取れた６名の従業員は、申立人のことを記憶していないとしている。 

加えて、申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月から同年９月までは

国民年金に加入し、その保険料を納付している。 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2366 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年３月７日から 43年１月 30日まで                        

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた昭和 41 年３月７日から 43 年１月 30 日までの申立期間の記

録が無いとの回答をもらった。間違いなく同社には勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間についてＡ社に勤務していたと申し立てているが、社会

保険事務所の記録によると、同社は、昭和 53 年７月１日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっていること、及び事業主等の連絡先が不明であること等か

ら供述が得られず、同社及び事業主等から、申立人の申立期間当時の勤務の実

態や厚生年金保険の加入状況等について確認することができない。 

また、申立人がＡ社において社会保険事務を担当していたと記憶している者

及びその他同僚３名は、社会保険事務所の同社における厚生年金被保険者名簿

に記録が無いことが確認できる。このうち、連絡の取れた同僚１名は、「申立

人の同社における厚生年金保険の適用状況等については分からないが、申立人

は、自分が昭和 36 年 10 月に入社して１年半位してから入社した。」としてお

り、申立人の供述と一致しない。 

さらに、申立人が記憶している従業員以外で、当時、厚生年金保険に加入し

ていることが確認できる従業員６名は、いずれも申立人のことを記憶していな

いと供述している。このうち１名は、「当該事業所では、全員が健康保険に加

入していたが、厚生年金保険に関しては在職期間が短い従業員が多いことから

希望の有無を聞いており、加入しない者がかなりいた。」としている。 

加えて、社会保険事務所の記録において、申立人は、申立期間のうち、昭和



 

41年３月７日から同年８月 31日まで、ほかの事業所に係る厚生年金保険の加

入記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2377           

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生   

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月上旬から 32年 10月１日まで 

                          ② 昭和 32年 11月 13日から 35年５月中旬まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入

記録が無いので、同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社における申立人の同僚の供述から、申

立期間当時に同社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 32年 10月１

日に、厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時に、同社は適

用事業所となっていない。 

また、Ａ社では、同社が厚生年金保険の適用事業所となる以前の期間につい

ては、勤務していた従業員から厚生年金保険料を控除していなかったと回答し

ている。 

さらに、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となる以前から同社で勤務してい

た申立人の同僚は、同社が厚生年金保険の適用事業所となる以前は、給与から

厚生年金保険料は控除されていなかったと供述している。 

   申立期間②について、申立人は、Ａ社に勤務しており、厚生年金保険の被保

険者であったことを申し立てている。 

   しかしながら、Ａ社の当時の事業主及び社会保険事務を担当していた事業主

の妻は、申立人を記憶しておらず、会計事務を委託していた会計事務所にお

いても、申立期間当時の資料は保存されていないことから、申立期間当時の

申立人の勤務実態や厚生年金保険料控除等について確認することができなか



 

った。 

   また、申立人が記憶していたＡ社における上司及び同僚等５名については、

連絡先を把握することができず、申立内容について照会することができなか

った。 

   さらに、社会保険事務所が保管するＡ社の厚生年金保険被保険者名簿から、

申立期間当時に厚生年金保険に加入している８名の従業員に照会したところ、

５名から回答があったが、申立人の同社における在職時期を記憶している者

はおらず、申立期間当時の申立人の勤務実態等を確認することはできなかっ

た。 

   このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び事業主による厚生年金保険

料の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2378         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和７年生   

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月 21日から５年６月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いので、同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務してい

たことは確認できる。 

   しかしながら、Ａ社では、申立期間当時の厚生年金保険の関係資料を保存し

ていないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除については

確認できないと回答している。 

   また、申立人は、「申立期間について、厚生年金保険料をさかのぼって納め、

厚生年金保険に加入した。」と供述しているが、申立期間当時のＡ社の総務担

当者は、「申立人の希望により、雇用保険については、さかのぼって加入すべ

く、社会保険労務士事務所に加入手続を依頼したが、厚生年金保険について

は、そのような手続は行っていない。」と供述している。 

   さらに、申立期間当時の複数の申立人の同僚等は、「正社員は厚生年金保険

に加入していたが、申立人は、時給のパート勤務であった。」と、Ａ社では、

パート勤務の者については、人によって厚生年金保険に加入させていない取

扱いをしていた可能性があることを供述している。  

このほか、申立人の申立期間に係る事業主による厚生年金保険料の控除につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2380                     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間    :  昭和 44年１月１日から 52年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間が厚生年金保険に未加入である旨の回答をもらっ

た。申立期間中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除

されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の同僚の供述から、期間を特定することはでき

ないが、申立人は、申立期間に同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間当時、従業員が４人程度であったことを当

時の代表取締役の妻及び同僚が供述しており、厚生年金保険の適用要件を欠い

ていたと推認できる上、社会保険事務所の記録では、同社は、申立期間につい

て適用事業所の手続が行われていないことが確認でき、厚生年金保険に加入し

ていた事実をうかがうことはできない。 

また、申立人は、申立期間の一部の期間について、国民健康保険及び国民年

金に加入しており、その保険料を納付している上、同社の同僚も、申立期間当

時、国民健康保険及び国民年金に加入していたと供述している。 

さらに、商業登記簿によると、同社は、平成 19 年６月５日に既に閉鎖して

おり、また、代表取締役も死亡していることから、同社及び事業主から申立人

の厚生年金保険料の控除等について確認することはできない。 

このほか、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を控除していたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



 

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2381                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者となることができな

い期間であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 19日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同

社には昭和 46 年４月から継続して勤務し、給与明細書のとおり申立期間の

厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の給与明細書から、申立人は、同社に入社した昭

和 46 年４月から退社した同年６月まで厚生年金保険料を控除されていること

が認められる。 

しかしながら、雇用保険の加入記録では、申立人の同社の資格取得日は昭和

46 年４月１日、離職日は同年６月 20 日となっており、同年６月 21 日以降の

勤務が確認できない。 

一方、厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失

した月の前月までをこれに算入する」とされており、また、同法第 14 条にお

いて、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされて

いることから、申立人の資格喪失日は、昭和 46年６月 21日であり、申立人の

主張する同年６月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



 

立人が、昭和 46 年６月分の厚生年金保険料を事業主により同年６月分の給与

から控除されていることが確認できるが、申立期間について、申立人は当該事

業所に被保険者として使用されていた者であったと言えないことから、厚生年

金保険の被保険者期間であったと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2382                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月１日から 63年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ校（定時制）には昭和

62年４月１日から勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控除さ

れていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

          

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ校は、申立期間当時の再雇用制度について、申立人のように、昭和 62年度内に

65歳に到達する者は、厚生年金保険の加入を認めない運用が行われていたとしてい

る。 

また、雇用保険の加入記録では昭和 62 年３月 31日にＢ校を離職したことが確認

できる上、同年４月１日付けで国民健康保険の被保険者資格を取得し、申立期間を

含め継続して加入後、平成 20年４月１日付けで国民健康保険の資格を喪失したこと

が確認できる。 

さらに、昭和 63年のＡ校の 40周年記念誌の記録では、申立人の同校での在籍は

60年４月１日から 61年３月 31日までの期間の在籍が確認できるのみである。 

加えて、社会保険事務所で保管するＡ校の厚生年金保険被保険者名簿では、申立

人が昭和 60 年４月１日に資格取得し、61 年４月１日に資格喪失した記録のみが確

認でき、申立期間に関する記録は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2383                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 12月 10日から 23 年 12月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同

社には昭和 20 年 12 月 10 日から勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給

与から控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった辞令台帳及び在職証明書から、申立人は、申立期間に

同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用

事業所となったのは、昭和 23年 12月１日であり、同日に厚生年金保険被保険

者の資格を取得した者が申立人のほかに７人確認できるものの、この者の多く

が既に死亡しているなど、同社における申立期間当時の厚生年金保険の取扱い

について確認することはできなかった。 

また、申立人が記憶している同僚の多くが既に死亡しているなど、申立期間

当時の申立人に係る勤務実態や厚生年金保険料の控除等について供述を得る

ことができない。 

さらに、事業主は、申立期間当時の給与関係書類を保存しておらず、社会保

険事務所への届出等については不明としている。 

このほか、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を控除していたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2384                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月 17日から５年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ病

院に勤務した申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間中、

同病院には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録は確認できないが、Ａ病院から提出された勤務証明書から判

断すると、申立人は、申立期間において同病院に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ病院から提出された雇用契約書では、申立人は、申立期間当時、

正社員ではなく臨時従業員であったことが確認できる上、申立人の同僚も申立人が

臨時従業員であったと供述している。 

また、厚生年金保険料の控除については、Ａ病院から提出された申立人に係る平

成５年３月の給与支払報告書では、「社会保険料等の金額」欄に保険料額の記載は

無く、当時の事業主は、臨時従業員は、厚生年金保険や雇用保険に加入させていな

かったと供述している。 

さらに、申立人は、申立期間のすべての期間について、国民健康保険及び国民年

金に加入しており、いずれの保険料も納付している上、保険料が還付された記録は

無い。 

このほか、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を控除していたことをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男        

基礎年金番号 ：          

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：       

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月ごろから 32年３月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間は

同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

                                    

第３ 委員会の判断の理由         

   申立人の同僚二人及び、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に加入記

録が記載されている従業員一人の供述から、期間は特定できないものの、申立

人が同社で採炭業務に従事していたことは推認できる。     

しかしながら、社会保険事務所の記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 27 年９月１日であり、申立期間の一部は、適用事業所と

なっていない。  

また、申立人は、申立期間当時は請負で働いていたと供述している上、前述

の同僚二人及び従業員一人も、申立人は請負で働いていたと供述している。 

さらに、申立人は、申立期間当時のＡ社の従業員の人数を 250 人から 280

人であったと供述しているが、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

27年９月の被保険者数は 21人、28年８月末の被保険者数は 45人程度であり、

申立人が供述する当時の労働者数と実際の被保険者数との間に大きな開きが

見られる。 

加えて、前述の従業員は、申立期間当時は、Ａ社で働く請負の人が多数いた

ことを記憶しており、他の従業員一人は、請負の人は厚生年金保険に加入して

いないと思うと供述している上、前述の同僚のうち一人についても、同社にお

ける厚生年金保険の加入記録が確認できないことなどから判断して、申立期間



 

当時、申立人は同社との請負契約に基づいて採炭業務に従事しており、同社の

従業員として厚生年金保険に加入していなかったものと考えられる。  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除についてこれを確

認できる関連資料や周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

東京厚生年金 事案 2388 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 29年４月から 31年７月まで 

             ② 昭和 31年７月から 32年２月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②の加入記録が無い

との回答をもらった。両社に勤務していたことは確実なので、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①においてはＡ社に、申立期間②においてはＢ社にそれ

ぞれ勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が両申立期間当時に勤務していたとするＡ社、Ｂ社の

いずれも、社会保険事務所に厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、

また、両社の所在地とされる地域を管轄するいずれの登記所にも商業登記の記

録が無い。 

また、申立期間①については、申立人は、Ａ社の事業主の氏名を記憶してお

らず、同僚についても、一人の姓のみしか記憶していないことから、当時の事

業主、従業員の連絡先を確認することができず、これらの者から申立期間①当

時の同社の状況、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない上、社会保険庁の記録で事業主らの厚生年金保険の記録を特

定することができず、同社における加入記録を確認することができない。 

さらに、申立期間②については、申立人は、Ｂ社の事業主の氏名及び、同僚

６人のうち１人の氏名と５人の姓又は名を記憶していたが、事業主、従業員の

連絡先を確認することができず、これらの者から、申立期間②当時の同社の状

況、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができ



 

ない上、社会保険庁の記録で事業主らの厚生年金保険の記録を特定することが

できず、同社における加入記録を確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


